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序　　　　　文

　カンボディア王国重要政策中枢支援「法制度整備」プロジェクトは 1999 年３月から３年以上

にわたり、カンボディア司法省をカウンターパート（C/P）機関として実施されてきました。

　本プロジェクトは、民法・民事訴訟法起草支援を主な目的として、協力開始以来、我が国にお

いて条文起草のための作業部会及び国別特設研修を実施するとともに、カンボディアにおいて

ワークショップを開催し、双方の起草グループにより要綱試案・草案についての検討を行い起草

作業を進めてきています。

　平成13年 11月に派遣された「平成13年度計画打合せ」調査団より、日本・カンボディア双方

から民法・民事訴訟法の起草については討議議事録（Record of Discussions：R/D）の期間終了と

なる平成 14年３月以降も継続した作業が１年程度必要との意見が出されました。

　本件調査は、協力期間の延長に先立ち、これまでの協力活動の成果を評価し、１年間の実施が

予定されるフォローアップ協力を効率的に行うための提言と、ほかの法整備プロジェクトに活用

し得る一般的教訓を導き出すことを目的に実施しました。今後は、本調査結果による事業改善に

向けた具体的な提言を実現し、今後支援が予定されている他国の法整備プロジェクトに一般的教

訓をできる限り反映させていきたいと考えています。

　最後になりますが、これまで本プロジェクトの実施にあたり、ご協力頂いた日本・カンボディ

ア両国の関係者各位に対して謝意を表するとともに、今後のご支援を併せてお願いする次第です。

平成 14年６月

国際協力事業団
理事　
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評価調査結果要約表

Ⅰ．案件の概要

国　　名：カンボディア王国

分　　野：法制度整備

所管部署：アジア第一部　インドシナ課

協力期間

案件名：重要政策中枢支援「法制度整備」終了時

評価

援助形態：チーム派遣

協力金額（評価時点）：３億124万 9,000円

先方関係機関：司法省

日本側協力機関：法務省法務総合研究所、名古

屋大学、日本弁護士連合会

ほかの関連協力：国内支援委員会並びに作業部

　会委員

（R/D）

1999年３月５日～2002年３月４日

（延長）

2002年３月５日～2003年３月４日

１．協力の背景と概要

　1993年に国連カンボディア暫定統治機構（UNTAC）の下で実施された総選挙の結果、制憲議会

が成立したが、その歴史的背景から法律を起草できる人材は極めて少なく、民法・刑法などの基本

的法律も存在していなかった。このような状況を受け、日本政府は1996年にカンボディア司法・立

法分野におけるJICA国別特設コースを開始し、1997年には司法・立法分野の現状把握を行うため

に短期専門家を派遣した。その後、カンボディア政府の要請に応えるかたちで事前調査団を派遣し、

法制度整備支援分野における技術協力を開始した。

　主な協力内容は、民法及び民事訴訟法の起草をカンボディア関係者と共同で行うと同時に、司

法・立法分野の人材育成を行うものである。

２．協力内容（討議議事録（Record of Discussions：R/D）より抜粋）

（1）上位目標 （Overall Goal）

　カンボディアの司法・立法システムの改善及び強化を支援すること。

（2）プロジェクト目標等（Project Objectives）

　草案起草、立法プロセスの改善、並びに裁判官、検察官、弁護士及び他の司法関係者の能力強

化を通して、カンボディアにおける司法人材の育成を支援すること。

（3）プロジェクトの主な活動

　①　民法起草を支援する。

　②　民事訴訟法起草を支援する。

　③　上記法律に関連する法案起草を支援する。

　④　裁判所組織の改善を支援する。

　⑤　裁判官、検察官、弁護士及び他の司法関係者の研修を支援する（司法省を通して）。

　⑥　法学教育の改善を支援する。

　⑦　市場経済化関連の法律・法制度に関する情報を提供する。



調査者

担当分野

団　長

立法支援

法曹養成

オブザーバー

オブザーバー

調査企画

評価分析

通　訳

氏　名

長澤　一秀

矢吹　公敏

斉藤　雄彦

山川　景逸

中川　浩徳

寺本　匡俊

源　由理子

ラオ・キム・リアン

職　位

国際協力事業団企画・評価部 調査役

国内支援委員／日本弁護士連合会

国際交流委員会 副委員長・弁護士

国内支援委員／法務省 法務総合研究所

総務企画部副部長・検事

法務省 法務総合研究所

研修第二部教官・検事

法務省 法務総合研究所 国際協力部

国際協力専門官

国際協力事業団アジア第一部 インドシナ課

課長代理

コンサルタント

財団法人日本国際協力センター（JICE）

調査期間 2002年２月23日～３月９日 評価種類：終了時評価

（4）上記活動を実施するための具体的な方法（Methods of Implementation）

①　カンボディア国内における JICA 専門家並びに司法省関係者によるセミナーとワーク

ショップの開催。

　②　カンボディア及び日本国内における研修プログラムの実施。

　③　社会調査実施に対する助言。

　④　必要な情報及び資機材の供与。

　⑤　JICA専門家と司法省関係者による業務管理。

　⑥　カンボディア及び日本国内における起草作業。

（5）投入（評価時点）

 日本側：

　　長期専門家派遣 ３名 機材供与 ０円

　　短期専門家派遣 97名 ローカルコスト負担 ０円

　　研修員受入 51名

相手国側：

　　カウンターパート（C/P）配置：スタディ・グループ14名　

　　土地・施設提供：専門家執務室　  ローカルコスト負担：０現地通貨

Ⅱ．評価調査団の概要



１． 評価結果の要約

（1） 実施プロセスの評価

・ カンボディア側との共同作業による起草をめざしていたプロジェクトにとっては、カンボ

ディア側実施体制の確立はプロジェクトの成否に影響を与えるものであったが、C/P機関で

ある司法省の人材不足並びに政治的要因により、プロジェクト開始後２年近くは起草作業の

ための組織化が適切に行われなかった。その間の日本側関係者（国内支援委員会、作業部会、

専門家）の働きかけ及び司法省の人材異動により、３年目には有能な人材を中心としたスタ

ディ・グループが機能するようになった。

・ 日本側の関係者にとっても他国の民法・民事訴訟法起草支援は初めての経験であったため、

計画段階で十分に予測し得なかった状況がいくつかあった。実際に、R/Dの内容と実施内容

にはズレがあり、軌道修正を行いつつプロジェクトを実施してきたことがわかる。例えば、

相手側実施体制を整備するための日本側の介入、用語確定のプロセスを含め膨大な翻訳作業

に要する時間と実施体制の確保、法的思考に関する相互理解に要する時間の確保、関係省庁

やドナーとの調整作業等がある。それらに対しては、問題に直面するごとに適宜対処してき

た。

・ 人材育成の観点からは、起草作業を中心とした「起草研修」が限られた人材ではあるが、カ

ンボディア側の法曹養成に与えた影響は大きい。今後これらの人材が中心となって、民法・

民事訴訟法の制定・普及がスムーズに実施されることが期待される。一方で「一般研修」へ

の要望も依然として高く、その必要性が認められる。

（2） 運営体制の評価

・ プロジェクトの実質的な意思決定組織である国内支援委員会と起草作業の中心である作業部

会の各委員が、本務を抱えながら半ばボランタリー・ベースで３年間にわたり作業に従事し

てきたことは高く評価される。

・ 一方で、通常でも多忙な各委員の個人的献身に多くを頼らざるをえない方式は今後続けるこ

とには無理があるという指摘もあり、協力内容によっては業務委託形式による法制度整備支

援プロジェクトの実施も必要になる。

・ 今回のプロジェクトの場合、ほかの開発援助プロジェクトとは異なり、日本国内でプロジェ

クトの活動の一部（作業部会による起草）を行うという形式をとっており、プロジェクト・

リーダー的役割も国内支援委員会が担っている。プロジェクト内における情報の流れは、国

内事務局体制の整備などで改善されてきたものの、現場では意思疎通が必ずしも十分でな

かったという認識がある。

（3） プロジェクトのインパクト

・ 波及効果として、本プロジェクトの実施をとおしてカンボディア側の有能な司法人材を発掘

できたことがある。今後、民法・民事訴訟法の制定・普及において中心的役割を果たすこと

が期待される。

Ⅲ．評価結果の概要



・ また、起草作業の過程で生じるほかの関係機関との調整作業をとおして、政府における司法

省に対する注目度が高まったことも特筆できる。

（4） プロジェクトの自立発展性（見込み）

・ 司法省が自力で法案制定、その普及を行うだけのキャパシティはいまだ不十分であり、現時

点においては、日本側の継続的支援が必要とされている。

２． 提言（当該プロジェクトに対するもの）

（1）現地と日本側のコミュニケーションをより充実させるために、長期専門家の国内支援委員

会への出席、定期報告書の提出、現地専門家による国内作業部会の協議内容へのアクセス確保

（テープ録音、国際電話による参加等）などの手段を導入すること。

（2）ドナー、関係機関の説明資料作成（英文）のための体制を整備すること。

（3）用語確定会議の議事録作成（カンボディア側）のための人員を確保すること。

（4）プロジェクトの専従調整員の確保可能性について検討すること。

（5）今後の継続的協力内容の検討を、カンボディアに対する日本の法整備支援のあり方の長期

的計画を練ったうえで行うこと。

３． 教訓（JICAに対する教訓）

（1） 各国の法整備支援戦略を策定し、プログラム・アプローチのなかでどのようなプロジェクト

の組み合わせがODAによる法整備支援手段として効果的かつ効率的であるかを検討すること。

（2） 法整備支援人材確保のために、登録制度、専門家養成研修の活用や、外部関係機関との連携

を図ること。

（3） 協力内容によっては、しかるべき大学、民間企業、個別弁護士等と業務委託契約を結び、コ

ンサルタント報酬を含んだ契約形態による委託関係を確立すること。

（4） 計画段階において相手国C/P機関の組織分析を十分に行うこと。

（5） 法律分野の通訳・翻訳は法の概念や法律用語の検討という極めて高度な能力を要求されると

ころ、計画段階において、その実施体制を十分に検討しておくこと。

（6） 法律分野における他ドナーとの調整に取り組むこと。

（7） 法整備支援分野のプロジェクトの指標の検討を含め、同分野の評価体制・方法論を研究・確

立すること。



－ 1－

第１章　終了時評価調査の概要

１－１  調査団派遣の経緯と目的

　1999 年３月から３年間の協力期間として実施されてきたカンボディア王国（以下、「カンボ

ディア」と記す）重要政策中枢支援「法制度整備」は、2002年３月にその協力が終了する予定で

あったが、2001年 11月に実施された「平成13年度計画打合せ調査」で、目標達成まで多少の時

間を要することが確認され、１年間の延長が決定された。

　本終了時評価調査は当初、協力期間におけるプロジェクトの評価を行い、今後の協力に対する

提言を抽出するとともに、法整備支援に対する協力のあり方を検討するうえで参考となる教訓を

導き出すことを目的に実施されたものである。

調査の目的

①　本プロジェクトの実施プロセスを検証し、事業実施上の貢献・阻害要因を分析し、フォロー

アップ協力への提言を行う。

②　法整備支援に対する援助事業は、JICAにとっても経験の浅い分野であることから、本調査を

活用し、「法整備支援事業の実施（計画、実施、評価含む）」に対する教訓を導き出す。

　なお、後述するように本プロジェクトのプロジェクト目標は「司法省でカンボディアの実状に

則した民法、民事訴訟法典草案が起草される」と考えられることから、プロジェクトの有効性注１

については、2001年 11月の計画打合せ調査団の調査結果、並びにプロジェクト内における進捗

状況記録から測ることができる。したがって、本調査においては、主にプロジェクトの「実施プ

ロセス」、具体的には「活動プロセス」及び「運営体制」における課題を中心に調査を行い、法

整備支援の実施方法の検討に重点を置いて実施することとなった。

１－２　調査団の構成と調査期間

　本評価調査団は、長澤 一秀 JICA企画・評価部調査役を団長とし（団員構成は以下のとおり）、

2002年２月23日～３月９日までカンボディアにおいて関係者に対するインタビュー調査、並び

に司法省関係者との合同評価会議による協議を行った。調査日程、インタビュー対象者及び会議

参加者は付属資料１．～３．のとおりである。

　帰国後は、日本国内における関係者へのインタビューを継続し、現地調査の協議結果も踏まえ

調査結果をまとめた。

注１　プロジェクト目標達成度をみることにより、プロジェクト実施による直接効果を測定すること。
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１－３　対象プロジェクトの概要

１－３－１　プロジェクトの背景

　1993 年国連カンボディア暫定統治機構（UNTAC）のもとで実施された総選挙の結果、制憲議

会が成立したが、法律を起草できる人材は極めて少なく、民法・刑法などの基本的法律も存在し

ていなかった。これらの背景には、1970年代のポルポト政権下でそれまでの社会制度がすべて破

壊されたことや、知識人の多くが殺害されたことによる影響がある。このようななか、司法省

（Ministry of Justice）は、「法の支配」を確立すべく司法・立法改革を重要な柱と位置づけ、法制

度整備に取り組んできた。1990年代は主にフランスとオーストラリアからの支援を受け、刑法・

刑事訴訟法の起草、並びに刑事司法分野強化に取り組んだ。

　日本政府は、1996年にカンボディア司法・立法分野における JICA国別特設研修コースを開始

し、翌 1997 年終わりには、司法・立法分野の現状把握を行うために最初の短期専門家を派遣し

た。その後、カンボディア政府の要請に応えるかたちで、1998年２月16日～２月21日まで事前

調査団を派遣し、カンボディア関係者と日本による法制度整備支援の可能性について話し合いを

行い、その結果を受けて、カンボディア政府は技術協力に対する正式要請を出した。正式要請を

受けた日本政府は、1999 年３月に森嶌 昭夫上智大学法学部教授（当時）を団長とする実施協議

調査団を派遣し、法制度整備の支援協力を３年間にわたって実施することに合意し、調査団並び

に司法省側と協議議事録（Record of Discussions：R/D）を交換した。

１－３－２　プロジェクトの計画内容

　R/Dに記述された計画内容は次のとおりである。（1999年３月５日R/D文書ANNEXより翻訳）

担当分野 氏　名 職　　位

評価調査団メンバー

団　長

立法支援

法曹養成

オブザーバー

オブザーバー

調査企画

評価分析

通　訳

長澤　一秀

矢吹　公敏

斉藤　雄彦

山川　景逸

中川　浩徳

寺本　匡俊

源　由理子

ラオ・キム・リアン

国際協力事業団企画・評価部 調査役

国内支援委員／日本弁護士連合会 国際交流委員会

副委員長・弁護士

国内支援委員／法務省 法務総合研究所 総務企画部

副部長・検事

法務省 法務総合研究所 研修第二部教官・検事

法務省 法務総合研究所 国際協力部 国際協力専門官

国際協力事業団アジア第一部 インドシナ課 課長代理

コンサルタント

財団法人日本国際協力センター（JICE）
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● 上位目標（Overall Goal）

　カンボディアの司法・立法システムの改善及び強化を支援すること。

● プロジェクト目標（Project Objectives）

　草案起草、立法プロセスの改善、並びに裁判官、検察官、弁護士及びほかの司法関係者の能

　力強化をとおして、カンボディアにおける司法人材の育成を支援すること。

● プロジェクトの主な活動（Main Activities）

①　民法起草を支援する。

②　民事訴訟法起草を支援する。

③　上記法律に関連する法案起草を支援する。

④　裁判所組織の改善を支援する。

⑤　裁判官、検察官、弁護士及びほかの司法関係者の研修を支援する（司法省を通して）。

⑥　法学教育の改善を支援する。

⑦　市場経済化関連の法律・法制度に関する情報を提供する。

● 上記活動を実施するための具体的な方法（Methods of Implementation）

①　カンボディア国内における JICA 専門家並びに司法省関係者によるセミナーとワーク

ショップの開催。

②　カンボディア及び日本国内における研修プログラムの実施。

③　社会調査実施に対する助言。

④　必要な情報及び資機材の供与。

⑤　JICA 専門家と司法省関係者による業務管理。

⑥　カンボディア及び日本国内における起草作業。

１－３－３　プロジェクトの実施体制

　上記計画を遂行するために、本プロジェクトでは数多くの関係者がかかわってきた。本評価調

査時点における、日本側及びカンボディア側の関係者と主な役割は以下のとおりである。

● 日本側注２

・ 国内支援委員会：プロジェクトの協力方針及び課題に対する対応策の検討、長期専門家の

注２　第２回国内支援委員会協議資料（1999年10月４日）及び第４回国内支援委員会協議資料（2000年３月）における「国内プロ

ジェクト実施体制」に関する記述、及び関係者からの聞き取りを参照してまとめた。
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活動内容に関する助言、日本側作業部会の進捗、協力計画の確認を行

う。プロジェクトの実質的な意思決定組織である。

・作　業　部　会：起草に係る現状分析、草案起草作業及び現地ワークショップへの参加等

を行う（民法及び民事訴訟部会の２つを設置）。

・長 期 専 門 家：現地におけるワークショップの準備及びフォローアップ、カンボディア

側スタディ・グループによる作業への支援、クメール語版作成への助

言、翻訳作業の監修、資機材供与内容の決定、日本における研修準備、

並びに現地経費管理等を行う（２名常駐）。

・作業監理連絡会：作業部会業務進捗確認並びに現地への対応状況確認を行う　（メンバー構

成は各部会窓口委員、作業監理担当国内支援委員、支援事務局及び JICA

担当部署から成る）。

・支 援 事 務 局：各作業部会の業務進捗管理、現地専門家との連絡窓口（部会業務に関す

る件）、資料翻訳・校閲・送付管理、作業監理連絡会開催、並びに現地ワー

クショップ調整等を行う（財団法人国際民商事法センターが受託）。

・JICA 担当部署：国内支援委員会並びに作業部会の設置・運営、プロジェクト協力計画策

定、実施モニタリング・評価並びに専門家派遣の実施を行い、起草作業

を含めたプロジェクト全体の調整を行う。

● カンボディア側注３

・ステアリング・コミッティー：

　プロジェクトに係る重要事項の決定及び関係省庁との調整・協調を行う。

・スタディ・グループ：

　ワークショップの事前準備及びフォローアップ、ワークショップへの参加、日本側起草作

業への情報提供、並びに長期専門家とともにクメール語版の最終確定を行う。

１－３－４　プロジェクトの実施経緯

　本プロジェクトは、1997 年から事前準備が始まり、1999 年３月に R/D が結ばれるまでの間、

国内支援委員会（委員長・森嶌 昭夫上智大学法学部教授（当時））及び民法作業部会（部会長・

森嶌 昭夫氏）並びに民事訴訟法作業部会（部会長・竹下 守夫駿河台大学法学部教授（当時））が

設置され、事前調査のため短期専門家（２名）及び企画調査員（１名）が派遣された。また、プ

ロジェクト開始後は２名の長期専門家が派遣され、日本国内においては作業部会を中心とした起

注３　2000年３月30日「評価・計画打合せ調査団ミニッツ」と関係者からの聞き取りを参照した。なお、スタディ・グループは、

当初はサブ・コミッティーと呼ばれていた。
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草作業が進められた。

　プロジェクトの中心的活動である起草作業は、その実施サイトから日本国内における作業とカ

ンボディア国内における作業の２つに分けることができる。

　まず、日本国内においては、作業部会が日本語版の第１次ドラフトを起草し、翻訳者がクメー

ル語へ翻訳する（下訳と校閲作業）。その後、ワークショップ、用語確定会議等におけるカンボ

ディア側からのコメントを得て、最終版を作成する。

　カンボディア国内においては、カンボディア側の起草に係る C/P であるスタディ・グループ

が、長期専門家の支援を得ながら、法律起草に関連する社会情報の提供、作業部会委員（短期専

門家）によるワークショップへの参加と第１次ドラフトへのコメント、クメール語の法律用語確

定などを行う。

　これらの一連の流れを経て草案が完成することになるが、本プロジェクトの大きな特徴は、日

本の専門家だけで起草を完成させるのではなく、現地の実情に合い、かつ相手側の法に対する理

解を深めつつ、「共同で」作業を行うという点である。

　そのほかには、人材育成のための各種研修、資機材供与を実施した。調査団及び専門家派遣を

中心としたプロジェクトの実施経緯は、表１－１のとおりである。

注４　主な調査内容は、法案起草・立法の動向、司法関係機関の活動状況と問題点、主要なドナーの動き等である。（四本 健二『カ

ンボディア国「重要政策中枢支援／法制度整備」予備調査報告書』1998年３月）

注５　主な調査内容は、民法、民事訴訟法及び法曹養成に関する現状と問題点等である。また民法・民訴法研究会を発足させ、共

同起草作業に備え勉強会を行った。（桜木 和代『カンボディア国「重要政策中枢支援／法制度整備」民法・民訴法関係事前

調査報告書』1998年７月）

内　　容

国内支援委員会の設置（委員長：森嶌 昭夫上智大学法学部教授（当

時））

予備調査の実施（四本 健二専門家派遣）注４

事前調査の実施（桜木 和代専門家）注５

事前調査団の派遣（調査団長：森嶌 昭夫氏）

作業部会の設置

民法部会（部会長：森嶌 昭夫氏）

民事訴訟法部会（部会長：竹下 守夫駿河台大学法学部教授（当時））

長期専門家（業務調整）の派遣（坂野 一生氏）

実施協議調査団の派遣（調査団長：森嶌 昭夫氏）

実施時期

1997年 ５月

1997年 12月～ 1998年３月

1998年 ３月～７月

1998年 ２月

1998年 10月

1998年 12月～ 2002年９月

1999年 ３月

プロジェクトの開始に伴い、国内作業部会は月１回のペースで、カンボディアにおけるワーク

ショップは適宜実施され、作業部会委員が短期専門家として派遣された。詳細実績は「３－３　プ

ロジェクトの実績」の項参照。

表１－１　プロジェクトの実施経緯
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内　　容

短期専門家の派遣（山田 洋一専門家）

長期専門家の派遣（今和泉 学専門家）

評価・計画打合せ調査団の派遣（調査団長：森嶌 昭夫氏）

評価・計画打合せ調査団の派遣（調査団長：森嶌 昭夫氏）

評価・計画打合せ調査団の派遣（調査団長：森嶌 昭夫氏）

長期専門家の派遣（安田 佳子専門家）

実施時期

1999年 ３月～８月

1999年 10月～ 2002年１月

2000年 ３月

2001年 ４月

2001年 11月

2002年 ２月
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第２章　終了時評価の方法

　評価方法としては、JICAで広く使われているプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

を活用し、評価用プロジェクト・デザイン・マトリックスPDM（PDME）にプロジェクト全体の

フレームワークを落とし込み、本評価調査の目的（第１章１－１参照）に照らしあわせながら調

査項目と情報・データ収集方法を策定した。

２－１　評価用PDMEの作成

　本プロジェクトでは計画段階、実施段階をとおしてPDMが作成されていなかったので、PDME

を策定するにあたり、まず、討議議事録（Record of Discussions：R/D）、評価・打合せ調査団の

ミニッツ、国内支援委員会の議事録等を通し、プロジェクトの当初計画と評価時点での実態等を

比較しながら、プロジェクト概要の大枠を把握した。また、R/Dに記されている当初計画内容（第

１章１－３参照）からは指標等の目標値を設定することが難しいため、指標及び入手手段は空欄

とし、プロジェクト要約と外部条件のみを組み立てることとした。

　PDMEを策定するプロセスは、評価のデザインを考える１つの手段であると同時に評価調査の

第一歩である。プロジェクト計画論からとらえた本プロジェクトの大きな特徴は、当初の計画内

容は協力の大枠を示すもので最初から具体的な方法論を明確に示すことなく、プロセスのなかで

固めていくという「プロセス型アプローチ」注６に近い方法をとっていることであろう。

　これは、法案起草・人材育成を中心とする「法制度整備支援」という壮大なプロジェクトを初

めて実施する JICAが、ある意味で不確定要素が多いプロジェクトに取り組んだため、計画の大

枠を設定したあと、随時適切なモニタリングをしながら活動を確定していくアプローチをとった

ためであるか、あるいは、より具体的な協力の方法論を詰める作業が不足していたのかは、本評

価結果（第４章）を待つとして、ここでは、R/Dの計画内容と３年間の協力実態の違いを比較・

確認しておく。

　まず、R/D ではプロジェクトの主な活動として、以下に示す７つの要素があげられている。

①　民法起草を支援する。

②　民事訴訟法起草を支援する。

③　上記法律に関係する法案起草を支援する。

④　裁判所組織の改善を支援する。

注６　明確な目標設定とそのための方法論が事前に明らかにしやすい社会インフラ整備プロジェクトと異なり、実施しながら次第

に活動内容を詰めていくプロジェクトのアプローチのこと。社会開発分野、制度づくり、住民参加型のプロジェクトに多い

タイプ。
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⑤　裁判官、検察官、弁護士及びほかの司法関係者の研修を支援する（司法省を通して）。

⑥　法学教育の改善を支援する。

⑦　市場経済化関連の法律・法制度に係る参照情報を供与する。

　このうち、３年間で協力が実施されたのは、①及び②、並びに⑤の一部である。⑤の研修に関

しては、国別特設研修コースが途中から起草研修として実施されており、長期研修のスキームも

あるため広い意味での研修は行われているが、民法及び民事訴訟法の起草に焦点を絞りつつ協力

が行われてきた。

　一方で、上記計画には含まれていないが、特に現地に派遣された専門家を中心に行われた活動

として、「関係省庁及び他ドナーとの調整支援」がある。

　法律分野に対する開発援助の１つの大きな特徴は、他省庁管轄による関連法との調整が、協力

対象となっている法案起草には避けて通れないという点であろう。特に本プロジェクトの場合は、

法律の基礎となる民法の起草という作業を行っていること、またカンボディアにおいては他ド

ナーによる法整備支援も広く行われてきていることから、その重要性は大きい。実際に、本プロ

ジェクトにおいては、長期専門家によるドナーとの調整や英文版の作成など新たに活動がつけ加

えられている。

　以上の実態を踏まえ、次頁表２－１のとおりPDMEを作成した。PDMEは、評価調査のための

調査項目（Evaluation Questions）を検討するにあたり、プロジェクトのフレームワークを再確認

する道具として使われるものである。
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表２－１　カンボディア重要政策中枢支援「法制度整備」

（1999 年３月５日～ 2002 年３月４日）PDME

プロジェクト要約

【スーパーゴール】

　・ 「法の支配（Rule of Law）」が確立する。

　・ カンボディアの司法システムが強化される。

【上位目標】

　・民法・民事訴訟法典が制定される。

　・民事分野の法律関係者が育成される。

【プロジェクト目標】

司法省でカンボディアの実情に則した民法、民事訴訟

法典草案が起草される。

【成果】

１．起草作業のための組織が確立する。

２．カンボディア民事分野を中心とした法律関係者のト

レーニングが実施される。

３．日本・カンボディア共同作業により日本語・クメー

ル語のドラフトが起草される。

【活動】（主なもの）

１－１　日本国内で国内支援委員会及び作業部会を組織

する。

１－２　カンボディア国内でステアリング・コミッ

ティー及びスタディ・グループを組織する。

１－３　上記組織の役割と権限を確定する。

２－１　民事法関連を中心とした実態調査を実施する。

２－２　ワークショップを通したオンザジョブ・トレー

　　　　ニングを行う。

２－３　国別特設研修において起草作業に係る研修を行

う。

*１　「外部条件」は、プロジェクトのコントロール外であるがその実施に影響を与える可能性が

ある要因。実施中のモニタリング対象となり、場合によっては活動内容等を見直す必要がある。

*２　【スーパーゴール】の達成のためには本プロジェクトがめざす「民法・民事訴訟法制定への

支援」のほかに、次のような支援プロジェクトが考えられるという（JICA国際協力総合研修所

「カンボディア国別援助研究会報告書－復興から開発へ－」ｐ 141 より抜粋）。

①裁判官、検察官、弁護士の育成、②我が国の大学との学術交流／日弁連による技術交流の奨

励・助長、③法律扶助への支援、④裁判所等の設備強化、⑤司法官職高等評議会と憲法院の実

務に関する支援、⑥司法分野に直接かかわる警察等機能の強化と義務履行確保への支援。

外部条件＊１

（＊２参照）

・閣僚評議会及び国会で適切な審議が行

われる。

・カンボディアの政情・治安状況が極端

に悪化しない。
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２－２　主な調査項目と情報・データ収集方法

２－２－１　主な調査項目と調査方法

　第１章１－１に記述したとおり、本評価調査の目的は、主にプロジェクトの「実施プロセス」

及び「実施体制」を検証することを通して、今後の法制度整備分野の開発援助実施方法への提言・

教訓を導き出すことである。これらの目的に照らし合わせ、調査項目を、①プロジェクトの活動

プロセス、②プロジェクトの運営体制、並びに③プロジェクトのインパクト及び自立発展の可能

性、の３つの切り口から設定した。なお、これらの調査項目を考察するにあたり、付属資料４．

に示す評価グリッドによる整理をまず行い、そのうえで、各切り口ごとの調査項目にまとめた。

　ここで留意した点は、プロジェクトの運営体制や活動プロセスは、PDMEには必ずしも表記さ

れない事柄であるという点である。運営体制に関しては、プロジェクトの実施組織の体制、モニ

タリングの仕組み等を中心に調査し、加えて計画段階での課題についての意見を聞くことにし

た。また、活動プロセスについては、PDME の「活動」から「成果」に至るプロセスで発生した

課題とそれへの対応を中心にインタビューを行うこととした。具体的な調査項目は次頁表２－２

に示すとおりである。

　情報・データ収集方法は、本調査時期がプロジェクトの起草作業の最終段階にあたっており、

アンケート調査による追加作業を依頼することが難しい状況にあったこと、研修修了者を含む相

手国側の評価対象者が共同起草作業に従事する人たちと重なっていたことなどの状況に加え、実

施プロセスを把握するためにはプロセスにおける変化を丁寧にインタビューすることが重要であ

るとの認識に立ち、すべてインタビュー調査により実施することとした。

　インタビュー対象者は、日本側国内支援委員会関係者、長期専門家、JICA担当課及び現地事務

所関係者、カンボディア側スタディ・グループメンバーとし、異なった立場からの意見を総合的

に集約できるように、基本的には同じインタビュー項目とした。また、カンボディアとの合同評

価の側面をもつところから、調査課題に沿って合同評価会議を開催し、相互の意見交換を通して

今後の改善点等の合意を得ることとした。

プロジェクト要約

３－１　日本側作業部会が日本語及びクメール語版第１

次草案を作成する。

３－２　カンボディア側スタディ・グループからのコメ

ントを受け、第２次草案を作成する。

３－３　カンボディア側の第２次草案に対するコメント

を受け、最終ドラフトを完成する。

３－４　カンボディア政府内の関係機関及び関連ドナー

と調整を行う（英文版を作成する）。

外部条件＊１

前提条件

・カンボディアの政策において法制度整
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　なお、JICAプロジェクト評価の基本的方法論である評価５項目（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展性）ごとの評価観点との比較は、以下のように整理することができる。

1）　妥当性：民法・民事訴訟法の必要性の高さは周知のことであるが、それを正当化するもの

として「ガバナンス行動計画（Governance Action Plan）」等のカンボディア側資料を取り上

げレビューを行う。

2）　有効性：プロジェクト目標が「司法省による民法・民事訴訟法の草案起草」であることか

ら、これらの進捗状況は、国際民商事法センターによる進捗記録、並びに現地専門家による

用語確定会議の進捗状況から把握することができる。

3）　効率性：投入したコストがプロジェクトの目的を達成するために妥当であるかどうかの定

量的判断は難しいところ。今回のインタビュー調査における「プロジェクトの運営体制」並

びに「活動プロセス」の把握をとおして定性的にとらえる。

4）　インパクト：インタビュー調査項目結果よりとらえる。

5）　自立発展性：インタビュー調査項目結果よりとらえる。

表２－２　主なインタビュー調査項目

プロジェクトの活動プロセスについて

１． 起草作業のための組織確立に関し、メンバーの選定、役割分担の策定過程における問題

点と対応状況について。

２． カンボディア民事分野を中心とした法律関係者のトレーニングに関し、対象者選定、該

当者の起草作業への貢献度合い及び法曹育成のあり方に関する提言について。

３． 日本・カンボディア共同作業による起草過程における課題及び提言について（ワーク

ショップの実施方法、作業部会メンバーの待遇、翻訳作業のあり方、スケジューリン

グ等含む）。

プロジェクトの運営体制について

４． プロジェクト実施中のモニタリング体制（進捗状況のチェック、軌道修正等見直しの実

施）に関する課題及び提言について。

５． 各実施関係者間（専門家とカウンターパート（C/P）、国内支援委員会、日本側作業部会

及び事務局、JICA本部及び事務所等）の連携に関し、その課題及び提言について

（例：情報伝達の方法、受け手からのレスポンス、問題発生の際の対応方法、各実施関

係者の役割と権限、等）。

６． 本プロジェクトの計画策定段階における問題点について。
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注７　国際協力事業団企画・評価部評価監理室編「実践的評価手法－JICA評価ガイドライン」2002年、国際協力出版会、ｐ115、

ｐ 125。

２－２－２　評価調査の制約要因

　本調査は、前項に述べた理由により、インタビュー調査並びに文献レビューのみにより実施す

ることになったところ、情報・データの多くが「定性的情報」であるという制約がある。インタ

ビュー調査についていえば、一般的に、個人的バイアスがかかる可能性がある、数値化データと

して一般化できない、などの弱点があるといわれているが、一方で、回答者が置かれている状況

に合わせて柔軟に対応でき、その背景にある様々な要因を追加聴取できるという利点がある。

　また、定性的情報は調査者の主観的な偏向に左右されやすいという弱点がある反面、ある現象

がなぜ、どのように行ったのかという要因特定に活用できる情報であるとされている注７。このよ

うな利点と留意点を十分に念頭に置きながら、今回の評価調査の目的である、「今後の法制度整

備支援へのフィードバック」に生かせるような、できるだけ客観的な要因分析と提言・教訓の特

定に務めることとした。

プロジェクトのインパクト及び自立発展の見通しについて

７． ３年間を通じて、司法省の取り組み方や意識の変化はあったか。それらをもたらした、

あるいは阻害したと考えられる要因は何か。司法省との関係性構築のための課題と提

言について（例：司法省側の主体性の確保、ステアリング・コミッティーやスタディ・

グループの機能状況、専門家との関係性等）。

８． 民法・民事訴訟法の制定に向けての課題、必要な条件について。

９． 本プロジェクト実施による波及効果について（例：法整備分野における日本のプレゼン

ス、司法省の変化、法曹の育成等）。
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第３章　調査結果

３－１　インタビュー調査結果

３－１－１　インタビュー対象者と実施日

　インタビュー調査は、カンボディア国内と日本国内で行われ、合計 17 名の関係者にインタ

ビューを実施した。対象者並びに実施日時は表３－１に示すとおりである。

表３－１　インタビュー調査対象者及び実施日時

インタビュー実施者：カンボディア国内は源 由理子（コンサルタント／評価分析担当）、日本国

内は長澤 一秀調査団長（JICA企画・評価部調査役）及び源 由理子。

月日（曜日） 時　間 対　象　者

カンボディア国内

２月25日（月）

２月26日（火）

２月27日（水）

２月28日（木）

３月 ７日 （木）

８：30 ～ 10：00

14：30 ～ 16：00

16：00 ～ 17：30

８：00 ～ ９：30

10：00 ～ 11：30

14：30 ～ 16：00

17：00 ～ 19：00

８：00 ～ ９：30

10：00 ～ 11：00

11：00 ～ 12：00

14：30 ～ 16：30

17：00 ～ 18：30

８：00 ～ ９：30

９：30 ～ 11：30

14：00～ 15：30

H.E. Y Dan, Under Secretary of State, MOJ

H.E. Soth Sothonn, Under Secretary of State

今和泉 学元専門家

Mr. You Ottara, Director of International Affairs, MOJ

Mr. Mong Monichariya, Judge of Phnom Penh Municipal

Court

Mr. Ang Eng Thong, President of Bar Association of Cam-

bodia

JICA事務所　斎藤 克久職員

Mr. Hy Sophea, President of Kandal Provincial court

Mr. You Bunleng, Judge of the Appellate Court

Mr. Saly Theara, Judge of the Appellate Court

今和泉 学元専門家

JICA　松田 教男所長

Mr. Soeung Panhavuth, Director of Prosecution Affairs, MOJ

坂野 一生専門家

四本 健二元専門家（名古屋経済大学助教授）

日本国内

３月19日（火）

３月20日（水）

４月３日 （水）

16：00～ 18：00

13：00～ 14：00

14：30～ 16：00

竹下 守夫氏（民事訴訟法作業部会長、駿河台大学学長）

鮎京 正訓氏・佐分 晴夫氏（名古屋大学大学院法学研

究科教授、長期研修員受入先）

森嶌 昭夫氏（国内支援委員長、民法作業部会長、財団

法人地球環境戦略研究機関理事長）
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３－１－２　インタビュー対象者による主なコメント

　インタビュー結果の主なコメントを、インタビュー調査項目に沿って①プロジェクトの活動プ

ロセスに関するもの、②プロジェクトの運営体制に関するもの、③プロジェクトのインパクト並

びに自立発展の見込みに関するもの、の３つに分けて取りまとめる。ここではインタビューへの

回答をまとめて提示することを通して、関係者のプロジェクトに対する認識を概観することを目

的としている。そのほかの文献レビュー、カンボディア側との合同評価会議結果を踏まえた総合

的な評価分析結果は第４章並びに第５章において記述する。

　なお、類似のコメントは１つにまとめて記述したが、同一の事柄について相反するコメントがあっ

た場合、並びに発言者の立場を記述する方がわかりやすい場合は、それぞれの立場を明記した。

（1）プロジェクトの活動プロセスに関する主なコメント

　　起草作業グループの組織化プロセスについて

・カンボディア側の実施体制はプロジェクト開始時の１年～１年半はステアリング・コ

ミッティー及びスタディ・グループ（当初はサブ・コミッティー）のメンバー構成に

問題があったため、ほとんど機能していなかった。背景には人材不足や政治的要因が

影響している。

・２年目は2000年４月の計画打合せ調査団でスタディ・グループの再編成が合意された

が、適切なメンバー構成にならなかった。

・３年目に入り、日本側が希望していた有能な人材を中心としたスタディ・グループに

なってから順調に機能するようになった。スイ・ヌー次官を中心に用語確定会議への

参加・貢献度が高い。

・起草作業が３年以内に終わらなかった原因の１つは、始めの頃のスタディ・グループ

が機能していなかったためと思われる。

・ステアリング・コミッティーは 2000 年に１度開催されてからほとんど開かれていな

い。（長期専門家からのコメントとして）現在のスタディ・グループのメンバーに担当

次官が入っており、用語確定会議にも毎回出席していることから、起草作業において

はステアリング・コミッティーの意義はあまり認められないので、特に働きかけるこ

とはしていない。

・日本側の作業グループに対して、その貢献度の高さに敬意の念を表したい。

　　日本・カンボディア共同による起草作業のプロセスについて

・初めの頃は、ステアリング・コミッティーもスタディ・グループも、何が問題なのか、

優先度が高いのは何かなどについてわかっていなかった。
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・用語確定会議はカンボディア側にとって大変有益は方法である。なぜならば、スタ

ディ・グループのメンバーが中心となって次世代の人たちに用語の説明をしなければ

ならないが、そのための準備となるためである。

・用語確定会議はワークショップのフォローアップとして重要な役割を担っていると思

う。起草メンバーによるワークショップは主に解説、質疑応答が中心であるが、時間

的制約やカンボディア側の吸収能力の限界もあり、さらに細かな詰めが必要になるか

らである。

・翻訳やワークショップに時間がかかるのはしようがないことである。初めは日本の現

地専門家も大変な様子であったが、今ではクメール語の法律用語をわれわれよりもよ

く知っている。

・クメール語の法律専門用語は誰にとっても初めての経験だったので大変であった。全

く見当がつかないいくつかの用語もあった。

・用語確定会議が週３回開かれており、そこでの議論は活発かつ有益である。ただし、

「スタディ・グループ」として、本来の目的の１つである実態調査の機能が足りないの

ではないかと思う。

・実態調査は地方の裁判官や検察官へ民法・民訴法の説明を行う機会ともなるので必要

ではないか。

・直前でなければワークショップの資料が入手できないので、事前の検討ができないの

が残念である。

・（日本側作業部会関係者からのコメントとして）作業部会のメンバーは本務の間を縫っ

て本当に熱心に参加してくれた。一方、本務の間にこれだけの時間を割くという方法

には限界があるので、今後は見直しが必要であろう。

・（日本側作業部会関係者からのコメントとして）共同起草作業にはいろいろと大変なこ

とも多かったが、相手側とともに草案を起草していくという基本的な方針は間違って

いなかったと思う。

　　研修の実施プロセスについて

・日本での起草ワークショップは非常に有益である。起草者から直接説明を聞くことが

できること、たとえ民法のワークショップでも民訴法の先生方と会うことができるか

らである。

・ワークショップを通じた研修は、将来、法の施行・執行の際に大変役に立つ。

・日本における起草研修はオンザジョブ・トレーニングとして評価できる。

・（起草研修以前のジェネラルな研修に参加したメンバーからのコメントとして）ジェネ
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ラルな研修で、まず法の概念、日本の法体系を学んだことが、その後のワークショッ

プで役に立った。

・（カンボディア側からのコメントとして）広い人材育成という意味では、起草作業以外

の研修をお願いしたい。（日本側作業部会関係者からのコメントとして）限られた期間

で起草を終えるためには、起草研修が一般研修にとって変ったのはやむを得なかった

ことだと思う。

・長期研修は財団法人日本国際協力センター（JICE）の枠組みを使うようになってから、

基本的に一般公募であるため、プロジェクトとの関係性を打ち出すことが難しくなっ

てきているのではないか。

（2）プロジェクトのマネジメントに関するコメント

　　各実施関係者間の連携について

・長期専門家は条文に対する質問事項などによく対応してくれている。

・長期専門家とカンボディア側スタディ・グループとの関係性は良好である。また、起

草メンバーには敬意を表したい。

・日本側で起草することは避けられないことであり、その間に長期専門家が入って疑問点

などをアドバイスしてくれたり、日本側の起草者とつなげてくれるのでスムーズである。

・日本の作業部会のメンバーとは電子メールなどで質問ができ、情報の流れが以前より

もよくなったが、回答が遅いことがある。１年前に依頼した他ドナーの法律案へのコ

メントがまだ戻っていない。

・（長期専門家のコメントとして）現地で起きている問題を日本側に適切に把握してもら

えないことが多かった。

・（JICA現地事務所からのコメントとして）現地と日本側との情報のギャップがあるの

は、ほかのプロジェクトも同様である。長期専門家から情報を伝える、より一層の努

力も必要であると思う。

　　プロジェクト実施中のモニタリング（軌道修正含む）体制について

・モニタリング体制を含め、プロジェクトの枠組みが計画段階ではっきりしていなかった。

・（JICA現地事務所のコメントとして）研究協力という枠のなかで、個別派遣とは一線

を画すかたちであり、報告書のフォーマットは決まっていない。また翻訳作業等時間

がかかる作業を行っているなかで、専門家に対し報告書を書くことは負担になるので

強くは言えなかった。

・仕事量の予測が困難なうえ、方法論も明確ではなかったため、モニターするにしても
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何を見ればよいかわからない。日本として経験が浅い分野での開発援助プロジェクト

なので手探りで始めたのはやむをえないことではなかったか。

・（長期専門家のコメントとして）モニタリングは形としてはあるが、本来のモニタリン

グの機能を果たしていない。評価計画打合せ調査団により現状が認識されているかど

うかは疑問である。

・（JICA本部・現地事務所のコメントとして）評価計画打合せ調査団は現地と日本側を

つなぐものなので、出発前の事前打合せ、現地における情報提供等、専門家側からも

より積極的に取り組む必要があったのではないか。

・（長期専門家のコメントとして）マネジメントが欠如している。現地と日本側をつなぐ

役割は誰がやるのか。

・（長期専門家のコメントとして）国内支援委員会もいつ実施されるのかわからないの

で、どのタイミングで問題を提起すればよいか戸惑う。

　　プロジェクトの計画段階の課題について

・法整備支援に関し、日本のODAがどのような理念に基づいて、どのような戦略で協力

していくかという長期的視点に立った計画を策定する必要がある。

・法整備支援に関係する省庁・機関が一堂に集う「法整備支援連絡会」を核として、時

間をかけて日本の法整備戦略を考えていくことも一案である。その場合は、どの国を

優先的に実施するのか（国益という観点から）、法整備のどの分野を扱うのか、期間を

どの位かけて行うのか、どのような方法論で行うのか、といった検討が必要になる。

・JICAの中に、全体戦略や協力方針を立てるための組織を設けたらどうか。また、国際

協力に従事する意志がある法律の専門家（通訳含む）をプールする仕組みを導入した

らどうか。

・現在JICAで実施されている、専門家養成研修の法整備分野経験者をプロジェクトに送

り出すようなシステマティックな取り組みが必要ではないか。

・法整備支援プロジェクトを計画する場合は、１つのカウンターパート（C/P）でよいの

か、相手側C/Pの能力は十分か、言葉の問題（翻訳体制等）にはどのように対処する

のかを十分に調査・検討する必要がある。

・C/P機関である司法省のキャパシティを計画段階で見誤った可能性がある。これだけ

の大掛かりなプロジェクトを現在の体制で３年で実施することが妥当であったかどう

かは疑問である。

・司法省はキャパシティが非常に小さいので、例えば長期専門家の数を増やす等の対応

が必要ではないか。
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　　プロジェクトの実施体制の課題について

・起草メンバーがほぼボランティア・ベースである体制を続けることは無理ではないか。

今後、法整備支援プロジェクトを計画する際には、大学若しくは法律事務所に業務実

施の形でコントラクト・アウトし、学者の先生にはアドバイザーとして加わってもら

うという形も検討する余地がある。国立大学は契約相手としては現時点では難しいが、

独立行政法人になった場合、新たな可能性も出てくる。

・例えば、法律事務所などに委託して、ドラフトのドラフトを作成してもらい、それに

学者がアドバイスをするという形は可能。ただし、日本の法律事務所で責任をもって

仕事を受けるところがどのくらいあるのかは不明。個別の弁護士と JICAで契約して

実施することも可能ではないか。

・起草協力は、現地に専門家が数人常駐し、現地で作業することが理想ではないか。ま

た、必要に応じて短期専門家を送り、アドバイスを得るという体制が取れるとよい。

・開発援助プロジェクトの責任主体はどこにあるのかを明確にしてほしい。本来国家的

な事業なので、JICA、若しくは外務省あるいは総務省などが、ODAの監督・実施機

関として責任を明確に打ち出すことが必要ではないか。

・ODA事業としての法制度整備支援の実施に際しては、関係省庁（法務省、外務省）と

JICAの緊密な連携が必要である。特に外務省の位置づけをより明確にする必要がある

のではないか。

（3）プロジェクトのインパクト及び自立発展の見込みに関する主なコメント

　　プロジェクトのインパクト

・スタディ・グループのやる気は高い。特に用語確定会議を今のメンバーで頻繁に行う

ようになってから、その変化が顕著である。

・スタディ・グループのメンバーの柔軟性が増し、今までは疑いをもっていなかったこ

とが相対的なものであるということを認識するようになった。

・議論の前に旧民法典など法律をリファーするようになった。

・法律的な思考が身につくようになり、条文の読み方に変化が表れた。

　　自立発展の見込み

・法の制定等を司法省だけで行うにはキャパシティがまだ不足している。

・（スタディ・グループ・メンバーのコメントとして）スタディ・グループの中心的メン

バーである裁判官が司法省に出向して法案解説を行うくらいの準備をしないと無理で

はないか。その担当者に日本の法律専門家がつくという形が望ましい。
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・一般の人々、NGO、及び法律関係者に広く説明するためのワークショップの実施が不

可欠である。

・（カンボディア側のコメントとして）日本は最大のドナーとして、草案の法制化につい

てカンボディア政府に働きかけてほしい。

・（カンボディア側のコメントとして）民法・民訴法関連法案の起草（公証人法、執行官

法、供託法、婚姻・離婚等登録に関する法等）が是非とも必要である。

（4）その他の調査結果

　　そのほか、他のドナーの動向との比較について意見を求めたところ、以下のようなコメン

トがあった。

・フランスによる刑法は、その性格からして民法と起草方法に違いがあるのは当然であ

ると思う。民法は社会の慣習や伝統に基づいて起草される必要があるので、現在のよ

うにカンボディア側と共同で時間をかけて起草する方法が適している。

・日本の方法は評価されるべきである。世界銀行の商法はまだ施行されていないが、そ

の要因の１つは１人の弁護士がカンボディアの実態調査をせずに草案を起草したため

であると思う。

・フランスも刑法のワークショップ（週１回）を2000年終わりから実施しており（日本

方式を真似したとフランス側は言っている）、ほぼ終えつつある。

３－２　合同評価会議結果

３－２－１　合同評価会議のアジェンダと参加者

　カンボディアにおける現地調査の後半（３月４日午後及び５日全日）には、それまでのインタ

ビュー結果に基づき司法省関係者と合同評価会議を開催した。会議参加者は、日本側は調査団員

７名、長期専門家２名の合計９名、カンボディア側はスイ・ヌー次官、イ・ダン次官補をはじめ

とするスタディ・グループ・メンバーと、商務省及び土地計画省関係者、弁護士連合会関係者な

ど延べ 21 名であった（参加者リスト一覧は付属資料３．のとおり）。

　合同評価会議を評価調査の目的である今後の法制度整備支援プロジェクトに生かすための意見

交換の場と位置づけ、以下に示す視点からの検証を行った。同会議のプロセスは、プロジェクト

参加者による「参加型評価」の１つのアプローチであったとも考えられる注８。

注８　参加型評価の特徴は、「最終受益者を含めた幅広い関係者（stakeholders）が、評価計画の作成、情報の提供・収集・分析、プ

ロジェクトの当初計画の修正などに可能な限り参加して行う評価」であり、関係者の「オーナーシップの促進」、「マネジメ

ント能力の強化」、「効果的なフィードバックの促進」への貢献が期待できるとされている。（出典：国際協力事業団国際協力

総合研修所「参加型評価基礎研究－国際協力と参加型評価」、2001年６月、p２～３）。
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　なお、合同評価会議の協議結果は、付属資料５．の「Minutes of Meetings」にまとめられ、評

価調査団長とカンボディア司法省大臣の間で署名交換された。

（1）カンボディア側の実施体制

（2）共同起草作業の効率性及び有効性

（3）人材育成（研修）の有効性

（4）日本側関係者との連携

（5）プロジェクトの波及効果

（6）プロジェクトの自立発展性

３－２－２　協議結果の要約（詳細議事録については付属資料６．参照）

（1）カンボディア側の実施体制について

　　共同起草作業の中心であるスタディ・グループは、プロジェクトの３年目においては順調

に動いている。スタディ・グループのメンバーはワークショップ並びに用語確定会議に積極

的に参加している。１年目と２年目においてスタディー・グループが十分に機能しなかった

のは、適切な人材配置が行われなかったことによる要因が大きい。

　　ステアリング・コミッティーについては、３年間のプロジェクト期間中は十分に機能し

てこなかったが、スタディ・グループのリーダーであるスイ・ヌー次官やイ・ダン次官補が

共同起草作業に積極的に関与してきたために、特に支障は生じなかった。カンボディア側は

ステアリング・コミッティーの果たすべき機能として、①プロジェクトの運営監理、及び②

重要な事項の意思決定、の２つがあるとしており、大臣が変わったことにより開かれていな

かったステアリング・コミッティーの再編を直ちに行う予定との認識を示した。

（2）共同起草作業について

①　ワークショップ及び用語確定会議

　　ワークショップはプロジェクトの２年目においては月１～２回のペースで頻繁に開催さ

れた。３年目に入ってからは、ワークショップを補完する形で用語確定会議が定期的に開

かれている。カンボディア側は用語確定会議を、クメール語の適性用語を確定することの

みならず、起草内容を深く理解するうえで役に立っているとして、高く評価している。ま

た、スタディー・グループのメンバーの中には、将来的に民法・民訴法の内容を他の法律

関係者や一般国民に普及していく役割を担うことを認識している人たちもいる。

　　ほとんどのメンバーは用語確定の作業には大変な困難が伴うことを周知しており、より

高度なレベル・内容に達することができるように、長期専門家とともに懸命に取り組んで

いる。スタディ・グループのメンバー間では、カンボディアの民法・民事訴訟法の起草の
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ためには、これらの作業は避けては通れないという共通の認識がある。

②　翻訳作業

　　法律用語を日本語からクメール語に翻訳するプロセスは大変な労力を要するものである

が、カンボディア側は翻訳作業を担当している日本人専門家の資質が極めて高いと評価し

ている。

③　起草作業の遅れ

　　起草作業の遅れの要因の１つは計画の妥当性に起因している。３年間という期間は、カ

ンボディアの民法と民事訴訟法の起草には多くの段階と作業が伴ったことを考えると、果

たして妥当な長さの期間設定であったかどうかが問われる。

　　例えば、カンボディア側の実施体制の準備段階においては、人材不足のために適切な組

織体系をつくることができなかった。民法起草のためには社会調査も必要となる。また、

膨大な翻訳作業に加えてカンボディア側と日本側の法的概念・法的思考に関する相互理解

のプロセスが不可欠であった。さらには、関係省庁やドナーとの調整作業は、事前に十分

予測されていなかったものであるが、実際にはかなりの時間を割くことになった。これら

すべての要因が何らかの形で起草作業に影響を与えたと考えることができる。

　　協議のなかで司法省は、クメール版の法案作業を「ガバナンス行動計画（Governance

Action Plan）」に示す期日内に終了し、閣僚評議会に提出することを表明した。

（3）人材育成（研修）について

　　起草ワークショップを兼ねた国別特設研修コースは、日本の起草メンバーに直接質問で

き、その回答も直ちに得ることができることから、高く評価されている。また、起草研修は

法の基本原理の理解を深め、その結果として実際のケースにおける法の解釈技術の向上に貢

献しているが、一方で、起草研修はスタディ・グループのメンバーしか受けることができな

いという実状がある。カンボディア側からは、過去の一般研修コースも日本の法律の基本的

概念や制度を理解するうえで大変役に立ったため、司法改革の様々な課題を網羅するような

一般研修を将来実施してほしいという要望があった。

　　日本側からは、名古屋大学における長期研修参加者が研修終了後、法律知識並びに日本語

能力を生かして、プロジェクトに何らかの形で関与することが望ましい旨を伝えた。

（4）日本側との連携について

　　本プロジェクトの特徴の１つは多くの関係者がかかわっていることである。例えば、日本
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国内には国内支援委員会、作業部会、事務局、JICA本部があり、カンボディア国内にはステ

アリング・コミッティー、スタディー・グループ、長期専門家、JICA事務所がある。これら

関係者間の効率的かつ適切な連携はプロジェクトを効果的に実施するために重要である。

　　カンボディア側は長期専門家との関係性は緊密かつ良好であるとし、専門家は法律アドバ

イザー、日本側とのリエゾン及び翻訳者として重要な役割を果たしてきたと評価している。

　起草研修は、日本の作業部会のメンバーと密接な関係を築くことができる機会にもなった。

（5）プロジェクトのインパクト

　　日本側、カンボディア側双方ともスタディ・グループによるメンバーの起草作業に対する

コミットメントが高くなってきていることを確認した。

　　また、プロジェクトの実施により、スタディ・グループのメンバーの法の基本原理に対す

る理解を深め、実際のケースにおける法の解釈技術の向上に寄与することができた。

　　３年目に入り、日本の起草協力が関係省庁やドナーに広く知られるようになり、司法省の

それら関係機関との調整役としての重要性が増してきていることも、１つのインパクトとし

てとらえることができる。

（6）プロジェクトの自立発展性

　　プロジェクトの上位目標は民法及び民事訴訟法が有効に実施されることであるが、この目

標を達成するためには、プロジェクト終了後のカンボディア側自身の高い自立性とともに持

続的な努力が必要である。しかしながら、カンボディア側は立法のプロセス、国レベルの

ワークショップによる法の普及、並びに民法・民事訴訟法関連法の起草などにおける継続的

支援を希望している。現時点においては、日本側、カンボディア側双方とも、日本側の継続

的支援がなければプロジェクトの自立発展性は十分に確保できなことを認めざるをえない。

　　自立発展性を確保するためには、閣僚協議会、国会並びに上院議会において技術的説明を

行う担当官の任命を含んだ立法過程への準備に、できるだけ早急に取りかかる必要があるこ

とを確認した。カンボディア側は司法大臣の下、司法省あげての立法過程においてあらゆる

努力をしていくことを表明した。

　　なお、これらの検証を踏まえ、将来の協力の方向性として日本側、カンボディア側双方と

も、カンボディアにおける司法・立法システムを引き続き強化していくためには、日本の協

力が必要であることに合意し、2002 年度の協力については 2001 年 11 月 16日に署名交換さ

れた協議議事録（Record of Discussions：R/D）に基づいて実施されることを確認した。

　　カンボディア側からは民法・民訴法に関連した法システムの構築に対する引き続きの協力

要請があったが、詳細については近い将来の協議が待たれるところである。
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３－３　プロジェクトの実績

　プロジェクトの実績として、評価時点における「プロジェクト目標」、「成果」及び「投入」の

達成状況を把握した。

３－３－１　プロジェクト目標の達成状況

　プロジェクト目標は、「カンボディア司法省で民法・民事訴訟法の草案が完成する」ことであ

る。前述したように2001年 11月の計画・打合せ調査団において、完成をめざして１年間の延長

が決定されている。民法は優先８分野におけるクメール語訳が作成済みであり、８月の完成をめ

ざしているところである。また、民事訴訟法は、「判決手続」はすべて完成し、現在は途中から

追加要請された「強制執行・保全処分」の作業が進められている。

　2002 年３月 25日現在のそれぞれの進捗状況を表３－２にまとめた。なお、該当条文名と進捗

状況の詳細については付属資料７．を参照。

出典：事務局である財団法人国際民商事法センター作成資料をもとに作成

※民法における「審議済」、「未審議」は、日本語条文案の我が国作業部会における審議の有無

を表している。

表３－２　条文案進捗状況（2002 年３月 25日現在）

条文案の分野・構成 条文数 条文案の状況 翻訳状況

652条

575条

333条

168条

審議済※

一部未審議

完成済

・66条分の条文案につい

ては第１次案を確定し、

現地ワークショップでの

討議を受け第２次案を作

成する予定

・ 残りについては最初の

審議を終えている段階

進行中

（日本語条文案に対する

クメール語版あり）

未着手

完成済

進行中

（日本語条文案に対する

クメール語版あり。その

中には校正済みのものと

下訳のみのものがある。

また一部は未着手）

優先８分野

（人編全章、物件編第１

章及び２章、債務編全

章、各種契約・不法行為

編第16章、債務担保編第

１章～４章、第５章及び

第７章～８章）

非優先分野（その他の民

法分野）

判決手続

強制執行・保全処分

民
　
法

民
事
訴
訟
法
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３－３－２　成果の達成状況

成果１：起草作業のための組織が確立する

　日本側では、起草にあたる組織として、「民法作業部会」と「民事訴訟法作業部会」が設置

された。各作業部会の委員一覧は表３－３のとおりである。

　カンボディア側は起草作業のための組織として当初はステアリング・コミッティーの下にサ

ブ・コミッティーが設置され６名の司法省職員が専属メンバーに指名されたが、実質的には機

能しなかった。その背景には、メンバーの資質（法的な知識・経験面での能力不足）や政治的

要因による不適切な人材配置などがあった。その後、カンボディア側の実施体制は再構築さ

れ、スタディ・グループと名称を変え、３年目に入りようやくワークショップ、用語確定会議

等への積極的参加による共同作業プロセスが実現するようになった（この間の問題と対応状況

については「４－１実施プロセスの評価」の項参照）。現在のスタディ・グループのメンバー

は、次頁表３－４のとおりである。

表３－３　日本側作業部会委員一覧（2002 年３月現在）

民法部会 民事訴訟法部会

森嶌　昭夫 財団法人地球環境戦略

（部会長） 研究所 理事長　

浦川　道太郎 早稲田大学 法学部 教授

鎌田　　薫 早稲田大学 法学部 教授

山本　　豊 上智大学 法学部 教授

松本　恒雄 一橋大学大学院

法学研究科教授

新美　育文 明治大学 法学部 教授

能見　善久 東京大学 大学院

法学研究科教授

野村　豊弘 学習院大学 法学部 教授

棚村　政行 早稲田大学 法学部 教授

佐藤　恵太 中央大学 法学部 教授

南　　敏文 横浜地方裁判所 判事

一場　康宏 法務省 民事局付 検事

黒川　裕正 法務省 法務総合研究所

総務企画部研究官

本山　　敦 愛知大学 法学部助 教授

竹下　守夫 駿河台大学 学長

（部会長）

上原　敏夫 一橋大学 大学院

法学研究科教授

山本　和彦 一橋大学 大学院

国際企業戦略研究科 教授

松下　淳一 学習院大学 法学部 教授

三木　浩一 慶応大学 法学部 教授

池田　辰夫 大阪大学 大学院

法学研究科教授

大村　雅彦 中央大学 法学部 教授

春日　偉知郎 筑波大学 社会科学部 教授

高田　昌宏 大阪市立大学 法学部 教授

柳田　幸三 東京地方裁判所 判事

千葉　和則 法務省法務総合研究所

研修第三部 教官

高原　知明 法務省 民事局付 検事



－ 25 －

成果２：カンボディア民事分野を中心とした法律関係者のトレーニングが実施される

　本プロジェクト予算による研修は、「C/P研修」、「国別特設研修(カンボディア法制度整備)」、

「長期研修」があり、そのほかの予算の研修として JICA「集団研修（国際民商事法）」及び法務

省「民事法制度研究」がある。３年間の研修実績は表３－５に示すとおりである。

出典：JICA作成資料

表３－５　研修実績

C/P研修

国別特設研修

（カンボディア法

制度整備）

長期研修

（名古屋大学）

1999年３月～

2000年３月

１名

15名（１回）

２名

2000年４月～

2001年３月

２名

17名（２回）

４名

（新規２名、継続２名）

2001年４月～

2002年３月

（なし）

16名（２回）

２名

（継続）

（その他の予算枠による研修への参加）

H.E. Suy Nou

H.E. Y Dan

Mr. Hing Thirith

Mr. You Bun Leng

Mr. Sor Suphary

Mr. Hy Sophea

Mr. Saly Theara

Mr. Samreth Sophal

Mr. Mong Monichariya

Mr. Soeung Phanhavuth

Mr. Chuon Tech

Mr. Phou Samphy

Mr. You Ottara

Ms. Chan Sotheavy

Secretary of State, MOJ (Leader)

Undersecretary of State

Judge of Kampong Chnang Court

Judge of the Appellate Court

President of Phnom Penh Municipal Court

President of Kandal Provincial Court

Judge of the Appellate Court

Judge of Phnom Penh Municipal Court

Judge of Phnom Penh Municipal Court

Director, Department of Prosecution, MOJ

MOJ Official

MOJ Official

Director, Department of International Affairs

MOJ Official

表３－４　カンボディア側スタディ・グループ　メンバー一覧

集団研修

（国際民商事法）

法務省予算

（民事法制度研究）

２名

（なし）

２名

６名

２名

（なし）
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　このうち大きなコンポーネントである「国別特設研修」については、プロジェクト開始後合

計５回実施されてきたが、４回目からは起草作業のワークショップや用語確定会議の場として

活用された。また、プロジェクト開始当初から起草作業のためのワークショップは、オンザ

ジョブ・トレーニングの手段として位置づけられており、カンボディア側の実施体制が整った

３年目からは特にその効果が表れてきている。

成果３：日本・カンボディア共同作業により日本語・クメール語のドラフトが起草される

　共同起草作業のプロセスは、日本側作業部会による日本語版起草→クメール語への翻訳（第

１次ドラフト）→ワークショップ等を通したカンボディア側スタディ・グループからのコメン

ト→最終ドラフトの作成、というステップを踏む。日本における作業部会による会合、ワーク

ショップ、並びに用語確定会議の実施回数は表３－６のとおりである。

　２年目における民法のワークショップの数が多く、３年目において開催されていないのは、

当初民法部会では条文の骨子を作成した要綱試案を説明・協議する場としてワークショップを

活用し、条文化はカンボディア側にまかせるという方針があったが、その後、優先８分野を設

定し国内において条文案を完成し、現地では用語確定会議を進めるという方針に変更されたた

めである。

表３－６　起草作業に関する会合実績

出典：JICA作成資料及び国際民商事法センター資料

作業部会

ワークショップ

用語確定会議

1999年３月～

2000年３月

民法部会：13回

民訴法部会：13回

民法：５回

民訴法：４回

１回

2000年４月～

2001年３月

民法部会：13回

民訴法部会：13回

民法：９回

民訴法：４回

１回

2001年４月～

2002年３月

民法部会：14回

民訴法部会：16回

民訴法：４回

68回



－ 27 －

３－３－３　投入の実績

　これらプロジェクトの成果（アウトプット）を出すための日本側からの投入（インプット）を、

人材、資機材及び経費に分けてまとめたものが表３－７である。

表３－７　プロジェクトの投入実績

経費

（単位：

千円）

1999年３月～

2000年３月

２名派遣

延べ24M/M

30名派遣

①デスクトップ・

コンピューター

３台

②ラップトップ・

コンピューター

２台

③プリンター４台

④ファックス２機

⑤OHP1機

⑥スクリーン１個

⑦ English Com-

pendium of Laws

１式

長期：29,814

短期：19,242

2,980

8,887

6,348

10,844

78,115

2000年４月～

2001年３月

２名派遣

延べ24M/M

45名派遣

ラップトップ・コ

ンピューター２台

長期：36,783

短期：21,163

4,025

18,004

10,116

28,930

119,021

2001年４月～

2002年３月

３名派遣

延べ24M/M

22名派遣

LDC プロジェク

ター１機

長期：42,041

短期：10,555

2,826

11,985

9,312

27,394

104,113

資機材供与

専門家

の派遣

長期

短期※１

専門家

派遣費

調査団

派遣費

研修員

受入費

現地

業務費※２

財団

委託費※３

〔合計〕

出典：JICA 作成資料

※１　短期専門家はワークショップ開催ごとに派遣された部会委員並びに通訳

※２　資機材購入費を含む

※３　事務局である財団法人国際民商事法センターへの委託費

〔合計〕

159,598

9,831

38,876

25,776

67,168

301,249
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第４章　評価結果

　本章では、インタビュー調査、カンボディア側との合同評価会議、並びに関連ドキュメントの

レビューを通して、本プロジェクトを総合的に検証した結果を、「実施プロセスの評価」、「プロ

ジェクトの効果測定」、並びに「プロジェクトのインパクト及び自立発展の見込み」の観点に分

けてまとめる。また、本プロジェクトに影響をもたらした様々な要因を特定し、提言・教訓のベー

スとなる課題を抽出する。

４－１　実施プロセスの評価

４－１－１　プロジェクトの活動プロセスに関する評価

　プロジェクトの活動プロセスに関しては、（１）起草作業グループの組織化、（２）日本・カン

ボディア共同による起草作業、並びに（３）研修の実施、の３つの観点からまとめる。

（1）起草作業グループの組織化のプロセス

1）　カンボディア側の作業グループの組織化

　　カンボディア側の作業グループは、当初ステアリング・コミッティーの下にサブ・コ

ミッティーが設置され、起草に係る共同作業を行うことになっていたが、プロジェクトの

1年目から２年目にかけては実質的に機能しなかったというのが関係者の共通した認識で

ある。当初、組織化が適切に行われなかった要因としては、政治的要因とメンバーの技術

的レベルの低さがあると考えられる。当初任命された６人のメンバー（全員司法省）は、

起草作業の担い手として機能するには能力が不十分であった。また起草作業へのインセン

ティブをめぐり司法省内で政治的な人選が行われたという注9。

　　2000年３月の評価・計画打合せ調査団では、カンボディア側の実施体制の再構築が協議

され、ステアリング・コミッティーとスタディ・グループが再組織されることになった。

その人選については日本側が希望する特定人物の名を示しつつ長期専門家に相談すること

をミニッツで合意した。しかしながらその後発表された新人事では、日本側が起草作業の

中核を担う能力を有すると判断した人たちは外され、旧サブ・コミッティーのメンバーが

起草作業の中核を担うべきスタディ・グループに配属された注10。

　　またこの時期に、それまで司法省側のチーム・リーダーを務めていたリー・ブイレン次

官補が異動になり、司法省内の政治的パワー・バランスの崩れとともに、プロジェクトの

注９　長期専門家へのインタビュー結果から。

注10　新人事では、スタディ・グループの下にスタディ・グループの起草作業を事務処理の面からサポートする組織として「サブ・

グループ」が構成され、知識も経験も豊かな裁判官たちはサブ・グループに配属された。
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実施全体に大きな影響があった注11。

　　起草作業グループに現在のように有能な人材が参加できるようになったのは、2001年４

月に派遣された評価計画打合せ調査団との協議結果を受け、日本側の強い要望に基づき新

しいスタディ・グループが構成されてからである。協力期間の３年目からは、カンボディ

ア国内におけるワークショップと用語確定会議への積極的な参加、日本国内における起草

研修への参加など、活動は充実している。ただし、歴史的背景から、法律分野の人材は絶

対的に不足しており、中心メンバーも司法省の行政官ではなく裁判官である。

　　一方、ステリアリング・コミッティーは 2000 年に 1 度開催されてからほとんど開かれ

ていない。これについて長期専門家からは、現在のスタディー・グループのメンバーに担

当次官（スイ・ヌー氏）が入っており、用語確定会議にも毎回出席していることから、起

草作業においてはステリアリング・コミッティーの意義はあまり認められないので特に働

きかけることはしていないとのことであった。

　　他方、カンボディア側からは今回の共同評価会議において、これまでは政治的要因もあ

り、また特にステアリング・コミッティ－に諮るような事柄もなかったため開催しなかっ

たが、新しい司法大臣を長に据えたステアリング・コミッティーを近々再編成し、用語確

定会議で検討課題となっている「相続」の概念などを協議する予定とのことであった。　

　　上述したように、カンボディア側の起草作業グループ組織化のプロセスに、３年間の協

力期間のうち２年近くにわたる期間を費やしたことになる。その間、日本側では着々と起

草作業が進められ、ワークショップが開催されてきたが、本プロジェクトの基本的方針で

ある「共同で」起草を行っていくためには、カンボディア側の体制確立が不可欠であっ

た。組織化が適切に行われなかった背景にある政治的要因や司法省自体の組織能力の低さ

は、プロジェクトではコントロールできない外部条件ととらえることができるが、日本側

関係者により適切な人選が行われるように司法省に働きかけが行われてきたプロセスは高

く評価されよう。

　　インタビュー調査でもいくつかの指摘があったように、プロジェクトを計画する段階で

カウンターパート（C/P）候補である組織のキャパシティが十分に把握されていたかどう

かは疑問がある。一方で、開発援助を行う対象となる国では、組織能力が高くないことの

方が多く、組織のキャパシティ・ビルディングを目的としたプロジェクトも多い。本プロ

ジェクトのように、共同作業のプロセスそのものがプロジェクトの効果（起草完成並びに

人材育成）に直接結びつく方法論をとっている場合は、C/P 機関のキャパシティの現状を

注11　この時期の司法省内の実施体制の問題は、例えば、日本への研修参加者の人選、ワークショップの運営などにもマイナスの

影響を与えた。詳細は後述する（2）共同起草作業のプロセス、（3）研修の実施プロセスの各項参照。
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十分に把握したうえで、組織化への働きかけを含んだ活動内容や戦略を計画段階で十分に

検討することが求められるのではないだろうか。

2）　日本側作業部会の組織化

　　日本側の作業部会は民法部会及び民事訴訟法部会の２つが組織され、プロジェクト開始

時からそれぞれの起草作業が始まった。作業部会の組織化のプロセスに関しては特に問題

はあげられていないが、むしろ実施体制（各委員が本務の合間を縫って個人的貢献により

作業を行う体制）に対する意見、コメントが多い。それらについては、後述「４－１－２

　プロジェクトの運営体制に関する評価」の項を参照。

　　なお、カンボディア側の多くのインタビュー対象者からは、起草委員の貢献に対する敬

意と感謝の意が表明された。

（2）共同起草作業のプロセス

1）　ワークショップ及び用語確定会議

　　ワークショップの開催は、本プロジェクトの基本方針である「カンボディアに合った法

律の起草を共同で行う」ための重要な手段の１つである。ワークショップは３年間で民法

14回、民訴法12回が開催され、延べ97人の部会委員及び通訳がカンボディアへ派遣され

た。民法部会では、２年目に９回のワークショップを実施しているが、これは条文の骨子

を作業部会で作成し、条文化の作業をカンボディア側に担当してもらうという方針の下、

要綱試案の協議を中心に行ったものである。その後、３年目には優先８分野の条文案を日

本側で完成させ、カンボディア側で「用語確定会議」を行うことになったため、３年目は

民法部会のワークショップは実施されていない。

　　２年目は両作業部会のワークショップの回数や作業部会自体の回数が多く、カンボディ

ア側にワークショップ用資料を２週間前までに提出することが困難な状態であった。カン

ボディア側からはそれら資料を事前に入手できず残念であったというコメントがあり、長

期専門家からは本来の業務である、ワークショップ前の事前準備及び開催後のフォロー

アップを行う時間的な余裕がなかったことが報告されている。

　　相手側の実施体制の不備とも相まって、２年目の作業はかなりの困難を伴うものであっ

た。この事態への対応策として、ワークショップ方式の見直しと用語確定会議への取り組

み、優先分野・非優先分野の区分け、特定分野の単行法化などの検討の必要性が現地から

あがってきた。

　　３年目に入り、2001年４月の評価・打合せ調査団においてカンボディア側スタディ・グ

ループによる「用語確定会議」の重要性が確認され、現在は基本的に週３回のペースで同

会議が開催されている。カンボディア側のワークショップ及び用語確定会議へのかかわり
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方は、前述したカンボディア側組織化の問題と関連して、プロジェクト期間の前半部分は

様々な問題があったことが指摘されている注12。

　　３年目はスイ・ヌー次官率いるスタディ・グループが実質的にも機能するようになり、

週３回開かれる用語確定会議に積極的に参加する等、かかわり方の変化が顕著になった。

用語確定会議に関してはカンボディア側関係者の評価が高く、インタビュー調査でも、

ワークショップのフォローアップとして逐条ごとの協議を行うことによって、用語確定の

みならず内容への理解を深めるうえで大変有益であるとのコメントが多かった。

　　これらコメントは、カンボディア側が起草後は自分たちが法案を関係者に説明していく

役割を担い、そのための能力向上の必要性を自覚している現れでもあると考えられる。ま

た、長期専門家からは、スタディ・グループのメンバーの士気が以前よりも高くなってき

たという報告もあった（詳細は「３－２－２（５）　プロジェクトのインパクト」の項参照）。

　　カンボディア側からは用語確定会議における長期専門家のリーガル・アドバイザーとし

ての期待も大きく、既に実施した会議における専門家の貢献を評価する声も多かった。

　　プロジェクトでは、用語確定会議に参加してもらうために、会議出席ごとに対価（25米

ドル）を付与し、メンバーがアルバイトのため大学等で教えなくても済むような環境整備

を行っている。用語確定会議実施への支援は、日本側作業部会による起草作業・ワーク

ショップ実施と相まって、本プロジェクトの基本方針である「共同作業」がめざす効果を

あげるうえで評価されるものであろう。

2）　翻訳作業のプロセス

　　翻訳作業に関しては、翻訳者の不足から作業に携わっている専門家の負担は大きい。翻

訳プロセスは、カンボディア社会において実在しない、あるいはなじみのない概念の用語

の確定、法律用語への理解等、通常の文章翻訳と比べると極めて難度の高い仕事である。

また、カンボディア側からも、クメール語の法律用語を確定していく作業は初めての経験

であり、大変であるというコメントが多いが、異なった国同士が異なった言葉を使いなが

ら法律を起草する作業に困難が伴うことは当然である、という見方が大半を占めている。

　　プロジェクトでは、プロジェクト開始当初の、JICAで定められた予算の枠内で業者発注

するという方式を改め、下訳者と監訳者が直接コミュニケーションを取れる長期的契約体

制を整えた。翻訳者の絶対的な不足という悪条件のなかで、各翻訳者の貢献度は高く、カ

ンボディア側からも翻訳担当専門家の能力の高さを評価する声が多かった。

　　翻訳を担当している長期専門家の場合は、業務調整員としての役割も担っており、その

注12　例えば、司法省によるワークショップ招待状の配布が滞る、議事録が作成されない、収容な（有能な）裁判官が外される等

（長期専門家へのインタビュー結果より）。
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業務量の多さは想像を越えるものである。2000年の作業監理連絡会議でも何回か取り上げ

られているが、専従調整員（クメール語ができる人が少ないという限界があるが）を補充

できなかったことは残念であった。

　　法整備支援の１つである起草支援を行う場合は、必ず言葉の問題がかかわってくる。そ

の意味においては、今後類似プロジェクトを立案する際に、翻訳体制とそのフィージビリ

ティーについて事前に十分検討する必要があろう。

3）　実態調査（社会調査）

　　実態調査は、１年目は行われていたが２年目以降は積極的に行われていない。カンボ

ディア側からは、本来はスタディー・グループの機能の１つであるが、特に２年目に行わ

れていないのが残念であるというコメントがあった。実態調査は、カンボディアの社会、

慣習、伝統などを民法・民訴法の起草へ適切に反映することを目的に討議議事録（Record

of Discussions：R/D）の中に組み込まれたものである。

　　インタビュー調査では、２年目から十分に実施されなかった要因として、社会調査に対

する明確な業務指示書（TOR）を日本側が提示できなかったこと、作業部会のメンバーも

スタディ・グループによる調査の必要性は必ずしも高くないと判断していたこと、またス

タディ・グループのメンバーのプライドが高く社会調査に向いていなかったことなどの指

摘があった。現在は主に日本側からのヒアリングを通して、必要な情報を収集している。

　　社会調査とひと言でいっても、調査方法の検討・策定、調査方法に精通したカンボディ

ア側の人材の確保、通訳の確保など、様々な課題をクリアしなければならない。時間的・

予算的制約と人材確保の難しさを考えると、社会調査を実施すべき優先分野をまず十分検

討し、必要に応じて専門家を増員するなど、実施体制を整える必要があったのではないだ

ろうか。

4）　起草の遅れ

　　カンボディア側からは、2002 年８月までに終わるのかどうかについて懸念を示すコメン

トがある一方で、ゆっくりと時間をかけて行うことがカンボディア側の理解を深めていくた

めには必要であるという意見もある。本プロジェクトは３年間の協力期間で、民法・民事訴

訟法草案の起草を完成することをめざしてきた。民法に関しては優先８分野の条文に関し

2002 年８月までにクメール語版を完成する予定であり、民事訴訟法は判決手続に関するク

メール語版は完成し、2002年５月までに強制執行・保全手続も完成する予定である注13。当

初設定した協力期間の３年を超過するものの、相手国の実施体制が約２年間にわたり確立

でされなかった状況をかんがみると、半年程度の遅れは許容範囲にあると判断することが

注13　民事訴訟法の強制執行・保全手続に関する起草は2001年２月に新たに追加要請があったもの。
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できる。

　　合同評価会議では、民法・民事訴訟法の共同起草には多くの段階と作業が伴ったことを

再確認し、３年間という設定が果たして妥当な長さであったかどうかについて話し合いが

なされた。そのなかで以下のような諸問題が期間内に作業が終わらなかった要因としてあ

げられた。

・カンボディア側の実施体制が人材不足であった。

・社会調査や実態調査が必要であった。

・膨大な翻訳作業に加えてカンボディア側と日本側の法的概念・法的思考に関する相

互理解のプロセスが不可欠であった。

・関係省庁やドナーとの調整作業に費やす時間は事前に十分予測されていなかった。

　　作業部会関係者からは、いろいろな問題もあったが、「共に起草を進めていく」という

基本方針に間違いはなかったとのコメントもある。上記にあげられた問題点は、相手側と

の共同プロセスにより起草作業を行うようなプロジェクトを計画する際に、考慮されるべ

き点であろう。

（3）研修の実施プロセスとその効果

　　研修については当初は法律に関する一般的な研修が行われてきたが、2000年７月の研修か

らは起草作業が中心となった。カンボディア側からは日本における起草作業は、日本側の作

業部会の委員から直接説明を受けられること、起草作業に集中できることなどが大変有益で

あるとのコメントが多い。また複数の研修に参加したスタディ・グループのメンバーは一般

的な研修でまず、法の概念、日本の法体系を学んだことが、その後のワークショップで役に

立ったという。

　　本プロジェクトのR/Dでは、法曹界全体の人材育成も含んだ協力内容も含まれており、プ

ロジェクトの当初目的は人材育成であった（「１－３対象プロジェクトの概要」の項参照）。

３年間のプロジェクトの実施内容を人材育成の観点から検証すると、例えば日本国内におけ

る国別特設研修は計５回実施され、延べ48名の司法関係者が招へいされた（「３－３　プロ

ジェクトの実績」参照）。１回目は日本の法制度の照会や基本原理の説明など、いわゆる人

材育成一般を意識した研修であり、残りの４回はすべて民法又は民事訴訟法起草を支援する

目的で実施したものであった。３年間で主たる目標である民法・民事訴訟法の起草支援を達

成するためには、起草研修が中心となったことはやむを得なかったとの認識が関係者間には

ある。
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　　人材育成は、直ちに一般研修の実施を意味するものではなく、日本の法律家との協議やセ

ミナー、起草支援研修という活動を通じて、これに参加したカンボディア側法律家が民法及

び民事訴訟法のみならず、法の基本理念、原理原則及び解釈のあり方などを具体的に体得で

きる機会を得たことは、まさに人材育成そのものであったということができる。

　　これを裏づけるように、起草に携わったカンボディアの判事からは、例えば、「カンボディ

アでは法が完備されておらず民事の分野で法文がない場合、公平の原則で裁判をすることが

認められているが、起草支援研修等で得た知識が公平の原則をどのように運用すべきかなど

について役立った」旨の発言があった。したがって、この意味で、民法・民事訴訟法起草支

援活動はカンボディアの法教育、人材育成に一定の効果をあげたものと評価することができ

る。

　　なお、民法・民事訴訟法という基本法の起草には、法の基本原理に対する深い理解や体系

的理解といった高い能力が必要とされることは当然である。起草作業に参加したカンボディ

ア司法関係者が、その人数は多くないとはいえ継続的に参加したことにより、その能力を大

いに高めたことは十分理解できるところであり、これら司法関係者が将来カンボディアの司

法の中核となり、自らもカンボディアの法曹養成、人材育成に中心的役割を果たすようにな

ることが大いに期待されるところである。

　　一方で、起草ワークショップを兼ねた研修は日本側にとっては都合がよいが、全体の人材

育成という観点からすると不十分であるというコメントがカンボディア側からあった。現行

の研修ではスタディ・グループのメンバーしか参加できず、また長期研修では英語ができる

ことが前提となっているため、参加できる人材が限られてしまうからである。過去の一般研

修コースも日本の法律の基本的概念や制度を理解するうえで役に立ったため、日本の司法制

度全般等を学び、それを通じて将来、民法・民事訴訟法以外にどのような法令が必要になる

かなどを考え、また、法令を実際に使う場合に必要な登記制度などについても知識を得るこ

とができるような研修を将来実施してほしいという要望があった。

　　R/Dに記載されていたカンボディアの人材を我が国で教育し、当該人材を将来本プロジェ

クトで活用しようとする点については、現在名古屋大学大学院にカンボディア司法関係者１

名が２年間の留学中であるものの、帰国後に裁判官に任官して地方に赴任することとなって

いるとのことであった。留学を通じて我が国の法律について理解を深め、日本語も使える当

該留学生が、本プロジェクト及び将来のプロジェクトと無関係になることは非常に惜しまれ

ることであり、カンボディア側にもその旨を伝えるとともに、将来必要が生じればプロジェ

クトに参加できるよう配慮願いたい旨、調査団として申し入れた。

　　ただし現状では長期研修後、本プロジェクトに関係する部署での働きが期待できるとは限

らない。特に、2001 年度からはプロジェクト予算ではなく JICEによる「無償資金協力事業
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による留学生支援」制度を活用しており、同制度では留学生を公募するため、英語ができる

優秀な人材が集まるという利点はあるが、一方でプロジェクトのニーズに合った人材をプロ

ジェクトとの長期的かかわりを念頭に置いて選考するということが難しいという注14。仮に本

プロジェクトとのかかわりを重視するならば、英語よりも日本語教育のコンポーネントを増

やし、留学全体のカリキュラムを考え直すとか、研究テーマとして民法・民事訴訟法に関連

した課題の研究を課すなどの働きかけが必要になるかもしれない。また、法曹養成というよ

り広い意味で長期研修をとらえた場合は、必ずしも本プロジェクト（民法・民事訴訟法起

草）の１コンポーネントとして位置づける必要がなく、法整備支援計画という大きな枠組み

の１つのプロジェクト（あるいはサブ・プロジェクト）として人材育成プロジェクトを計画

することも可能になる。

　　人材育成に係る重要性は広く共有されているものであり、今後人材育成に関するプロジェ

クトを計画する際には、前述した JICE による長期研修の制度的要因も十分に勘案し、また

日本語教育のあり方等も含め、具体的な方法論を検討する必要があるであろう。

（4）他ドナーとの調整

　　当初、計画内容には明確に位置づけられていなかったが、関係省庁やドナーとの調整の必

要性に関しては、途中から日本側関係者の間で認識されるようになった。現地では、かなり

早い段階からドナー調整の重要性と、そのための英訳作業等の必要性を認識していたようで

ある。カンボディアでは各基本法の起草が、様々なドナーの支援によりそれぞれ行われてい

るのが現状であり、それらとの調整や整合性を取るための努力が必要となった。例えば2000年

５月にはアジア開発銀行（ADB）が起草支援をした土地計画省の土地法案に対しコメントを

提出、６月には世界銀行の支援を受けた商業省の商事契約法案との調整を図った。また、同

年９月には、閣僚評議会の下、世界銀行のコンサルタントが作成した MAP（Master Action

Plan）が日本の法制度整備に直接の影響を与える提言を行っていたため、その対応に追われ

た注15。MAPは最終的には世界銀行本部の担当者自身が承認しなかったため廃棄されたが、

法整備支援のプロジェクトのなかにおいてはドナーとの調整に係る活動が極めて重要である

ことが改めて示唆される。

　　ドナー調整の場では、法律のテクニカルな議論に加え、各ドナーの法整備支援の理念や戦

略が問われる場でもある。最終的にはカンボディア国民や社会が受益者であるという共通認

識のもと、協力関係を築くことが求められるが、それらの交渉なども現地専門家の重要な役

注14　受入先となっている名古屋大学関係者へのインタビューによる。

注15　例えば、2001年度中に民法や民事訴訟法が完成しない場合は、旧法を復活させるなどの案を選択肢のひとつとして検討する

ことを提言していた。
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割の１つであろう。

４－１－２　プロジェクトの運営体制に関する評価

　プロジェクトの運営体制に関しては、（1）各実施関係者間の連携、（2）プロジェクトのモニタ

リング、（3）委託関係のあり方、並びに（4）プロジェクトの計画段階の課題、の４つの観点か

らまとめる。

（1）各実施関係者間の連携

　　本プロジェクトは、日本国内における国内支援委員会、作業部会、事務局、カンボディア

国内における長期専門家、ステアリング・コミッティー、スタディ・グループ等、関係者が

多岐にわたっており、主な活動も日本とカンボディアの２か所において展開されるという、

ほかの開発援助プロジェクトとは異なる特徴を有している。その意味においては各関係者が

適切に連携をとることは効果的・効率的なマネジメントを行ううえで重要な要素となる。

　　まず、カンボディア側スタディ・グループと長期専門家との連携に関しては、長期専門家

は日本側作業部会とスタディ・グループの間に入り、法律的アドバイス、翻訳作業並びに日

本側とのリエゾン的な役割を果たしているとして評価は高い。プロジェクト開始当初は長期

専門家からの回答が遅かったこともあるが、最近は長期専門家による適切な回答及び電子

メールなどを活用した情報の流れが以前よりもスムーズであるという。日本側の作業部会と

の関係性に関しては、カンボディア側は起草メンバーの貢献の大きさに感謝の意を表すとと

もに、日本における起草研修に参加することによって起草メンバーから直接説明を受けられ

ることは、理解を深めるうえで大変有効な手段であると評価している。

　　日本側関係者間のコミュニケーションの問題であるが、現地日本関係者（長期専門家及び

JICA事務所）からのコメントとしては、１）日本側と現地との情報のギャップがある、２）

質問内容及び作業部会メンバーによって対応のスピードに差がある、３）JICA側が忙しすぎ

て対応が遅れる、などがあげられた。作業部会からの対応が遅いときがある、という指摘に

関しては、各大学における本務に加えて、ほぼボランティアベースで起草作業に従事してい

る起草者の置かれている厳しい状況をかんがみると、実施体制そのものの見直しについての

議論も必要になる、というコメントもあった。

　　なお、これらの課題については次項「プロジェクトのモニタリング」において更に言及す

る。

（2）プロジェクトのモニタリング

1）　モニタリング体制

　　プロジェクトの実施体制に対する関係者の認識を把握するうえで、プロジェクト実施中
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のマネジメントの機能である「モニタリング」を中心にインタビューを行った。モニタリ

ングとは、計画どおりに活動が実施されているかという進捗状況のチェックと、問題が

あった場合の軌道修正（活動内容の見直しも含む）を指す。いわば内部評価をルーティン

化した仕組みであるが、モニタリングには、進捗状況の把握という定期的な監理作業と、

問題があった場合の対応策の検討、及び軌道修正を行うという意思決定機能の２つの要素

が伴う。

　　進捗状況の把握については、作業部会の場合は国際民商事法センター事務局が中心と

なって適切な作業監理が行われてきた。また、現地の活動に関しては、長期専門家から電

子メールを中心とした関係者への情報配信が行われている。現地専門家からの情報の流れ

は、2000 年３月の国内支援委員会（平成 11 年度第４回）において合意された、国内プロ

ジェクト実施体制の改善策に沿って実施されている。当時の問題意識は、長期専門家は

「プロジェクト全体を計画どおり実施すべくマネジメントしていく機関は存在していなかっ

た（インタビュー結果より）」と感じており、国内では「現地専門家からは連絡事項だけ

でなく問合せも（全）委員へ流れてしまうことが多い。それに対し、国内でしかるべく取

りまとめた後に迅速に回答するシステムができていない」注16 というものであった。

　　これらの問題を受けて、照会事項の内容によって取りまとめ担当を、各部会作業監理担

当者、JICA本部担当者、JICA 事務所担当者の３者に決め、情報の流れを整理した。また

同時に、現地での問題に迅速に対応できなかった１つの要因として、JICA内に法律の専門

家がいないことによる対応の遅れが指摘され、国際民商事法センターに「法整備支援事務

局」を設置し、作業監理担当、作業監理担当顧問、翻訳・校閲担当の３人を新たにメンバー

に加え、専門的見地からの運営支援ができる体制を整えた。それに併せて、作業監理連絡

会を設置し、各関係グループの事務方による作業進捗管理・情報交換を行うこととした。

　　2000年には作業部会が５回開催されており、カンボディア側の実施体制の問題、研修参

加人選の問題、ドナー調整と英文化の問題、専門家増員の問題など、プロジェクトが直面

する個々の課題について話し合いが行われてきた。これらの対応により、その後の情報の

流れがよりスムーズになり、事務的なサポートが大幅に改善されたとの認識は共通してお

り、体制整備策として高く評価される。

2）　現地と日本側の認識のギャップ

　　一方、長期専門家からは、現地と日本側の現状に対する認識のギャップがあり、現地か

らの提言に対し、適切に対応してもらえなかったことも多い、との指摘があった。モニタ

リングの２つめの機能である「軌道修正（活動内容の見直し）」の問題である。具体的に

注16　平成 11年度第４回国内支援委員会協議資料より。
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指摘された事項としては、ワークショップ中心による限界と用語確定会議の重要性、英文

作成の必要性などがある。これらの提案は３年目に入り、その必要性が関係者間で共有さ

れるようになったが注17、専門家によるこのような問題提起は、プロジェクト当初から現地

の状況（カンボディア側の人材不足、司法省のキャパシティ不足、複数ドナーによる法整

備支援の現状）に直面した専門家の、現地の声を迅速にプロジェクト活動に反映できな

かったことに対する責任感の表われでもある。進捗監理を中心とした情報の流れはスムー

ズにいっていた一方で、実状を反映した活動の見直しが遅れた、という長期専門家の指摘

は、物理的に離れているプロジェクト全体を運営する難しさを物語っていると同時に、本

プロジェクトのように常に変動する相手国側の組織・制度・人材に深くかかわるプロジェ

クトの場合の現地イニシアティブの重要性を認識させられる。ほかの開発援助プロジェク

トでも現地と日本側の認識のギャップは多かれ少なかれ存在するが、本プロジェクトがほ

かのプロジェクトと異なる点は、プロジェクトの実施が現地と日本国内の２か所で行われ

ていたこと、主要なプロジェクト活動の意志決定が日本で行われていたという点である。

　　今後も同じような体制で進むとしたら、現地の実状を迅速に反映させるために、現地専

門家への権限の委譲や現地プロジェクト・リーダーの設置を含めた専門家の増員（できる

だけ現地で作業が行える体制を整える）、あるいは現在の意志決定の場（例：国内支援委

員会）に現地専門家が出席することなどの対応を検討する必要があろう。

　　また、本プロジェクトでは、通常のプロジェクトでは存在する「専門家定期報告書」が

ない。評価調査ではそれら報告書の存在が過去の経緯を把握する有効な手段の１つとなる

が、今回はなかったため当初は全体像を把握することが困難であった。

　　インタビューでわかったことは、報告書を必ずしも提出しなくてよい、という理解が

JICA及び専門家双方にあったということである。詳細な経緯までは特定できなかったが、

公式なプロジェクト・ドキュメントとしての「専門家報告書」は、現地における活動の進

捗状況や直面した課題、それへの対応策（案）をプロジェクト関係者間で共有したり、協

議するうえで重要なツールとなる。

　　報告書が出されていなかったからといって、現場の情報が伝えられていなかったわけで

はないが、提出された報告書を公式なプロジェクト・ドキュメントとして位置づけ、必ず

国内支援委員会の場につなげる（＝協議し、レスポンスする）といったモニタリングのシ

ステムを確立することにより、現場と日本側の情報と認識のギャップを減らすことが可能

になるのではないだろうか。

注17　用語確定会議については2001年４月の調査団でその重要性を正式に表明し、３年目は現地において週３回のペースで同会議

が開かれるようになった。英文化については、2001年11月の国内支援委員会でその必要性が確認され、正式に英訳作成業務

が現地専門家の業務として加わることになった。
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（3）委託関係のあり方

　　作業部会関係者からは、JICAから委任（この場合は本務とは別に手弁当的に）を受けた国

内支援委員会という一時的組織が最終的な意志決定権と責任を有するのではなく、ODA事業

として外務省やJICAがプロジェクト全体の責任を負うということを明確にすべきである、

という指摘があった。現状では、本プロジェクトで実質的にプロジェクト全体の意思決定を

行う組織は「国内支援委員会」であり、プロジェクト・リーダーにあたる役割を果たしてい

るのが国内支援委員長と考えることができる。ほかの開発援助プロジェクトでは、国内支援

委員会はJICAが十分に有していない専門的見地を支援する「アドバイザリー・ボード」で、

必要に応じ現地プロジェクト（日本人のプロジェクト・リーダー以下複数の専門家が常駐）

への助言を行う立場であるが、国内作業が大きなコンポーネントとなっている本プロジェク

トでは、国内における起草作業の実施、プロジェクト全体の意思決定など国内支援委員会の

果たす役割は大きい。つまり、国内支援委員会が実質的にプロジェクトの一部としてプロ

ジェクト内のマネジメントを行う体制になっているといえる。

　　一方で、作業部会との委託関係についてもいえることであるが、本務の合間を縫って参加

してもらうという現状は、各委員個人のボランティア精神に依存することころが大きく注18、

きちんとした待遇や契約関係がない体制で責任のみ大きいという状態を続けることには無理

があるという指摘は多い。契約関係と正当な報酬の下に業務を行うという体制の整備を検討

する時期がきているのではないか、という意見も複数あった。

　　例えば、今後新たなプロジェクトを立ち上げるときには、協力内容によっては直接、大学

や研究所、個別弁護士等に業務委託契約（コンサルタント契約）の形でコントラクト・アウ

トし、専従の専門家グループに対し、学者がアドバイザーとして参加する等の方法論も検討

すべきであるという意見が出された注 19。これらの発言はもちろん、（例えば起草支援の場

合）日本側で起草したものを相手側に提出するという一方的な協力ではなく、相手側との共

同作業のプロセスを重視しながら行うべきだというスタンスには変わりがない。

　　JICA には「プロジェクト協力計画策定、実施モニタリング／評価を行う」（1999 年 10 月

国内支援委員会資料より）という役割が課せられているが、インタビュー調査では法律分野

に精通している職員が不足しているなかで、どこまで実質的な計画策定、実施モニタリング

等を行うことができるか、という指摘が多い。

　　JICA自身が専門家（例えば国際協力専門員の活用等）を抱えるのか、あるいは外部専門家

の力を借りつつ行うのか（例えばアドバイザリー・ボードとしての国内支援委員会等）は今

後の検討課題であるが、援助実施機関としてのノウハウの蓄積を生かして、法整備支援事業

注18　作業部会に対しては、各委員の献身度の高さを評価するコメントがほとんどのインタビュー対象者から聞かれた。

注19　現行では、国立大学との契約はできないが、独立行政法人となった場合は可能性がある。
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の計画策定、モニタリング／評価を適切に実施する体制を整え、援助プロジェクトの実施責

任を明確に打ち出すことが求められる。特にコントラクト・アウトする場合は発注者として

の TOR の策定が必要となり、法整備支援分野におけるプロジェクト形成調査や事前調査の

方法論や計画策定手法についての研究への取り組みも必要になるであろう。

（4）プロジェクトの計画段階の課題－戦略策定と個別プロジェクトの立案

　　JICA 事務所関係者からは、本プロジェクトが「民法・民訴法の起草」という壮大なプロ

ジェクトであるにもかかわらず、「研究協力」注20 という枠のなかでスタートしており、計画

の枠組みがあいまいで、JICAとしても反省すべき点は多い、というコメントがあった。また

長期専門家からは仕事量の予測が困難なうえ、日本における起草作業を行うという活動以外

の方法論が手探りの状態であったため、現地でモニターするにしても何を基準にみればよい

のか戸惑うことが多かったとのコメントがある。

　　本プロジェクトの基本方針は、ワークショップ等による議論を繰り返し、日本側がカンボ

ディア側の実状を理解したうえで条文案を提案し、カンボディア側もそれを理解するという

プロセスを通して立法・運用の役に立つ協力を行うというもので、この基本方針（理念）は

関係者に広く支持・共有されており、カンボディア側の評価も極めて高い。その一方で、今

回のインタビュー調査では、その基本方針の下、現地での活動を含め具体的に３年間でどの

ような方法論で行っていくのが効率的であるかという点についての議論が不足していたので

はないか、という指摘があった。

　　また、JICA 事務所関係者からは、R/D は計画の大枠であり、実態と異なる部分があるの

は、様々な不確定要素があるなかで初めての試みである起草作業であったため、プロジェク

トが走りながら適宜目標を設定していくという形を取らざるを得なかったとのコメントが

あった。これらの議論は計画段階における２つのステップ、つまり戦略策定の必要性と、そ

れに基づいた具体的なプログラム／プロジェクト立案の方法論の必要性を示唆している。

　　日本側関係者からは、カンボディアにおける法整備支援そのものは様々な側面があり、日

本のODAがどのような理念に基づいて、どのような戦略で協力していくのかという長期的

視点に立った計画を策定する必要がある、との指摘が多かった。そのうえで、日本のリソー

スの投入可能性、ODAの援助スキーム、優先度、効果の大きさ等をかんがみ、より効果的な

プロジェクトのアプローチを関係者で十分協議しながら決定していくことが重要となる。

　　現在 JICA では、プログラム協力アプローチを導入しつつあり、できるだけ長期的視点に

立って、ODAによる投入資源の効率的・効果的活用を図ろうとしている。プログラム・アプ

注20　「研究協力」とは、専門家チーム派遣による研究能力向上への支援スキームで、研究支援という性質上、いわゆるプロジェク

ト方式技術協力のようにあらかじめ達成目標を明確に設定して開始するというスキームとは異なる。
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ローチは、各プロジェクトにおけるその大きな枠組みのなかの１つの手段であり、いくつか

の手段（プロジェクト）の集まりを１つのプログラムとしてとらえている。例えば、カンボ

ディアの「法の支配の確立」という大目標のためには、「法整備支援」は１つのプログラム

であり、そのためにはどのような具体的なプロジェクト（例：民法・民訴法起草支援プロジェ

クト、人材育成プロジェクト等）が必要で実施可能かといった長期的視点に立ったプログラ

ム策定を行うことになる。今回のインタビューでも、過去３年間の経験と蓄積に基づき、今

後はより長期的な戦略策定を行うことにより、プロジェクトの妥当性や、目標のレベル及び

活動範囲の検討基準が明確になり、計画立案作業をより効果的・効率的に行うことが期待で

きるのではないかとのコメントがあった。

　　その際に留意しなければならないのは、JICA内のほかの事業部で実施している法整備支援

関連事業との調整であろう。例えば、鉱工業開発調査部では、タイ、インドネシア、マレイ

シア、フィリピンを対象に、開発調査のスキームを使い注21、「世界観光機関（ＷＴＯ）キャ

パシティ・ビルディング協力プログラム」を実施している。同プログラムでは、ＷＴＯ協定

履行キャパシティ向上に係る提言策定と、ＷＴＯ個別協定の理解・実施能力向上のためのセ

ミナー、ワークショップ、研修の実施等を通じて、各国関係者のＷＴＯ協定実施能力の向上

をめざしている。大きな意味での法整備支援の枠に入ると考えられ、援助実施スキームの特

徴を踏まえた JICA 全体としての戦略策定が求められる。

　　また、カンボディア１国に限らず、日本として法整備支援にどのように取り組んでいくと

かという戦略策定の必要性も指摘された。その場合、外務省、法務省、JICAのみならず、そ

の他の関係省庁、大学等を巻き込んで策定する必要があるが、例えばこれまで３回開かれた

「法整備支援連絡会」注22を核として、時間をかけて日本の法整備戦略を考えていくことも可

能ではないかという意見があった。その場合は、どの国を優先的に実施するのか（国益とい

う観点から）、法整備のどの分野を扱うのか、期間をどのくらいかけて行うのか、どのよう

な方法論で行うのか、といった検討が必要になる。

　　長期戦略のうえに立って、個別の法整備支援のプロジェクトを立案する際の留意点として

は以下のような項目があげられた。

・相手側実施機関の能力について十分な調査を行うこと。

・関係省庁、他ドナー、民間非営利団体（NGO）等との調整をプロジェクト活動の１つ

注21　開発調査とは、途上国の社会整備を進めるために必要な開発計画をつくるための技術協力のスキームで、コンサルタントへ

の業務実施契約により実施される。近年では、開発計画の策定と同時に、調査期間中にパイロット・プロジェクトやセミナー・

ワークショップを実施し、相手国のキャパシティ・ビルディングを行うプロセスとして活用するケースも増えてきている。

注22　法整備支援に関し、関係機関が協議する場として、法務省法務総合研究所とJICAによる共催で平成12年度から年１回開催

されている。
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に位置づけること。

・関連法律との相互調整という観点から、複数の C/P の妥当性を検討すること。

・翻訳作業を行う必要がある場合は、その実施体制とフィージビリティーを十分に検討

すること。

４－２　プロジェクトのインパクト及び自立発展の見込み

４－２－１　プロジェクトのインパクト

　現在のスタディ・グループのメンバーの士気が以前よりも高くなってきているとの指摘がカン

ボディア側及び長期専門家からあった。これは 2002 年１月以降、民訴法の判決手続きの完成を

受け、用語確定会議で逐条の詰めを行うようになってから特に顕著であるという。例えば、これ

までの固定概念を捨てて、新しいことを理解しようとする柔軟性が増し、法律的な思考方法が身

につくようになったこと、議論を展開する際に旧民法等の法律をみるようになったことなどがあ

げられた。

　一方で、一部作業が遅いという批判が司法省内にあるが、スタディ・グループのメンバーから

は、カンボディア側の理解を得ながら作業を進めることをしなければ、むしろ立法作業の段階で

大変なことになるので、現在の方法の方が長い目で見て効率的であると考えているというコメン

トが複数あった。また、プロジェクトの実施により、スタディ・グループのメンバーの法の基本

原理に対する理解を深め、実際のケースにおける法の解釈技術の向上に寄与することができた。

　３年目に入り、日本の起草協力が関係省庁やドナーに広く知られるようになり、司法省のそれ

ら関係機関との調整役としての重要性が増してきていることも、１つのインパクトとしてとらえ

ることができる。

４－２－２　自立発展の見込み

　本プロジェクトの上位目標として「法案の制定」をあげることができるが、その途中にある立

法化の見込み、それに必要な条件については、司法省内で自立的に対応するにはまだキャパシ

ティが十分でないことが共通の認識としてある。立法に対する日本の支援の可能性について、政

治的働きかけ、立法プロセスにおける（特に閣僚評議会、Inter-ministerial Meeting での説明）日

本人専門家の支援などの提案があった。

　また法案の説明者については司法省大臣が任命権をもつものの、現在のスタディ・グループで

主要な役割を果たしている有能な人材はすべて裁判官であるという点を問題視するカンボディア

側関係者も多い。スタディ・グループのメンバー自身が懸念していたことであるが、閣僚評議会

への説明には裁判官があたることはできないため、彼等自身が出向という形で司法省に配属され

る、若しくは今からスタディ・グループのメンバーとして説明者を加えるなどの準備が必要であ
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ろう。

　現時点においては、日本側、カンボディア側双方とも、日本側の継続的支援がなければプロ

ジェクトの自立発展性は十分に確保できないことを認めざるをえない。また、法の執行に関して

は、広く国家レベルのワークショップを開き、裁判官、弁護士、行政官に法案の内容を説明する

ことが不可欠であるとの認識が共通している。その説明のプロセスでは、説明、質問、あるいは

一部修正などの作業が伴うことが予測される。さらには、民法・民訴法関連法案（公証人法、執

行官法、供託法、婚姻・離婚等登録に関する法と制度等）の起草がなければ運用までもっていけ

ないので、それについても日本側の支援を期待している。

　合同評価会議では、自立発展性を確保するためには、閣僚協議会、国会並びに上院議会におい

て技術的説明を行う担当官の任命を含んだ立法過程への準備に、できるだけ早急に取りかかる必

要があることを確認した。カンボディア側は司法大臣の下、司法省あげて立法過程においてあら

ゆる努力をしていくことを表明しており、今後の協力内容についての調査・検討が急がれる。

４－３　結　論

　本プロジェクトは、カンボディアの司法改革の一環として、民法及び民事訴訟法の起草支援を

中心とした活動を展開してきた。本評価調査中に入手した2001年12月付け『ガバナンス行動計

画（Governance Action Plan）プログレス・レポート』においても、司法改革の短期的目標（１年

以内）の１つとして、民法・民事訴訟法草案が2002年後半までには完成するであろうことが明記

されている注23。また、合同評価会議の場においても、スイ・ヌー次官から、2003 年７月若しく

は８月頃には民法・民事訴訟法を閣僚評議会に提出したいという考えが表明された。これらのカ

ンボディア政府側の取り組みからも明らかなように、本プロジェクト実施のニーズやその妥当性

は高く、カンボディア側の期待も大きい。

　当初、３年間の協力期間でスタートした本プロジェクトであるが１年間の延長を余儀なくされ

た。この要因の１つとしては、司法省側の実施体制が政治的要因や人材不足から、なかなか整わ

なかったことがあげられる。カンボディア側と「共同で」起草作業を行うことにより、カンボディ

アの実情に合った民法・民事訴訟法の起草をめざしていたプロジェクトにとっては、カンボディ

ア側実施体制の確立はプロジェクトの成否に影響を与えるものであった。起草作業に関わる「ス

タディ・グループ」のメンバーや研修参加者の人選に関し、国内支援委員会や作業部会が人材確

保の観点から積極的に働きかけを行ってきたことは評価に値するし、相手国の政治的パワー・バ

ランスの狭間で交渉事にあたってきた長期専門家の貢献も特筆されるべきである。

注23　同計画書によると、フランスの協力による刑法は１年以内に司法省内でのレビューが行われ、刑事訴訟法は閣僚評議会の審

議に付される予定である。
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　これらのプロセスは、プロジェクトの成果達成度合いとして定量的にとらえることができない

性質のものであるが、本プロジェクトの成功には不可欠な過程であった。３年目に入り、司法省

次官の人事異動による好影響も受け、しかるべき人材を得て、順調に共同作業を実施できるよう

になった。

　延長の背景にあるもう１つの要因は、JICAにとっても、また日本側の関係者にとっても他国の

民法・民事訴訟法起草支援が初めての経験であったため、計画段階で十分に予測し得ない状況が

いくつかあったところに起因するものがある。例えば、用語確定のプロセスも含め膨大な翻訳作

業に要する時間と実施体制の確保、日本・カンボディア側双方の法的概念や法的思考に関する相

互理解に要する時間とその実施方法、関係省庁やドナーとの調整作業等があげられるが、JICAが

今後類似プロジェクトを立案する際には、十分にそのフィージビリティーを検討し、実施体制を

整えていく必要があることを示唆している。

　プロジェクトの運営体制に関しては、まず、実質的なプロジェクトの意思決定組織である国内

支援委員会と起草作業の中心である作業部会の各委員が、本務を抱えながら半ばボランタリー・

ベースで３年間にわたり作業に従事してきたことは、多くの関係者がその献身に対し敬意を表し

ていたように、高く評価されるべきことである。一方で、作業部会委員を含めた関係者からは、

通常でも多忙な各委員の個人的献身に頼らざるをえない方式は今後続けることには無理があると

いう指摘もあった。前述したように、起草支援の場合は、相手国側の法的概念理解へのサポート、

他ドナーの起草する草案との調整など、起草作業に付随して支援・処理しなければならない事柄

が多く、特に作業部会委員への負担が多くなる。状況によっては現地で必要とされているスピー

ドで対応することが不可能な場合もある。

　JICAとして類似プロジェクトを計画する場合には、このような状況をより効率的に運営するた

めに、専門能力・稼動内容に見合った正当な報酬をベースとした業務委託を実施するという方法

論も一考に値しよう。

　ほかの開発援助プロジェクトと異なり、本プロジェクトは日本国内でプロジェクトの活動の一

部（作業部会による起草作業）を行うという形式をとっており、プロジェクト・リーダー的役割

も国内支援委員会が担っている。このようなプロジェクトの場合、現場（長期専門家）を含めた

関係者間のコミュニケーションを十分にとるための体制が非常に重要になる。本プロジェクトで

は２年目にプロジェクトの実施体制の改善策として、作業監理連絡会議の設置、長期専門家と日

本との連絡体制の見直しを行い、その後の情報の流れをスムーズにしている。

　その一方で、現場の実情が必ずしもプロジェクトの実施方法に反映されていなかったため対応

が遅れた事柄がある、という指摘もある。実施中の見直しを含む意思決定にかかわるコミュニ

ケーションが何らかの形で欠如していたと推測することはできるが、物理的に離れているプロ
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ジェクトの運営に際しては、現地プロジェクト・リーダーの設置と権限の委譲、シニア専門家の

派遣、意志決定が行われる会議への長期専門家の出席、現地からの問題提起を定期的に協議する

場の設定等の対応策を検討することが必要ではないだろうか。

　本プロジェクトの波及効果はいくつかとらえることができる。

　まず、本プロジェクトの実施をとおして、カンボディア側の有能な司法人材を発掘できたこと

があげられよう。現在、起草作業にかかわっている裁判官のなかには、本プロジェクトの予備調

査の段階からかかわっている人たちもいる。インタビュー調査では、自らが今後民法・民事訴訟

法の普及にあたらなければならないことを認識している人たちもいたし、長期専門家からは３年

目に入ってから士気が高まってきたとの報告が、具体例とともにあった。

　これは、スタディ・グループのメンバーという限られた範囲ではあるが、プロジェクトの上位

目標に掲げられている「人材育成」の効果ととらえることもできる。また、民法・民事訴訟法を

起草する過程で生じるほかの関係機関との調整作業を通し、政府における司法省の地位が高まり

つつある、という声も聞かれた。

　プロジェクト終了後の自立発展性については、司法省が自力で法案制定、その普及ができるだ

けのキャパシティはまだ不足している。現時点においては、日本側の継続的支援が必要とされて

いる。立法に対する日本の支援の可能性について、政治的働きかけ、立法プロセスにおける日本

人専門家の支援、国家的ワークショップの開催などの提案があったが、今後長期的視点に立った

日本側の協力方法について早急に調査・検討する必要があろう。

　以上みてきたように、本プロジェクトは初めての大掛かりな起草支援プロジェクトということ

もあり、関係者の試行錯誤のなかで、１年延長の下民法・民事訴訟法起草を終えようとしている。

最初の２年間を相手側の実施体制の調整に費やさざるを得なかった状況を考えると、１年延長は

許容範囲であり、民法・民事訴訟法という国家の要となる法案起草の長期的な社会・経済・政治

的インパクトの大きさを考慮すると、本プロジェクトがもたらすであろう長期的波及効果は極め

て大きいことが予測される。

　しかも、起草案を相手国に提示するという一方的な支援ではなく、「共同で」起草作業を行う

というプロセスを取ったことは、カンボディア側を含めた関係者から高く評価されるところであ

り、自立発展性の確保や援助される側のオーナーシップの醸成という側面からも極めて妥当なア

プローチである。また、そうであるからこそ、そのプロセスで様々な課題に直面せざるを得な

かったといえる。残念ながら、カンボディアの歴史的背景から、その人材や社会資本がほかの開

発途上国と比較しても極めて不足している状態にあり、本プロジェクト実施のみで自立発展性を

確保するには至らなかった。
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　今後は、JICAとしても長期的戦略のなかで、カンボディアの法整備支援計画を策定し、本プロ

ジェクトの成果を生かした協力を展開することが求められるであろう。その際には、今回の実施

プロセス評価から得られた様々な教訓を生かし、より効率的・効果的な実施体制の確立をめざす

ことが期待される。
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第５章　提言と教訓

５－１　当該プロジェクトに対する提言

　本プロジェクトは、１年間の延長が決定され、既に実施中である。前述したようにカンボディ

ア側の実施体制は３年目にして整い、現在は残された条文の共同起草作業が着々と行われている。

カンボディア政府の「ガバナンス行動計画プログレス・レポート（2001年12月）」にも明記され

たように「2002年中の民法・民事訴訟法草案の完成」が計画されているなかで、本プロジェクト

では2002年８月を目途に一応の起草作業を終え、2003年３月までにはフォローアップを含む起

草支援を終える予定である。本評価調査の結果を踏まえ、残された１年の起草支援をより効率的・

効果的に行うために、評価調査団として以下の点を提言したい。

〈提言１：現地と日本側のコミュニケーションをより充実させるための新たな手段の導入〉

　本プロジェクトは日本と現地で活動を実施していることから、現地と日本側との情報ギャップ

があるという指摘がされてきた。情報の内容は大きく分けて、プロジェクトの実施方法や運プロジェクトの実施方法や運プロジェクトの実施方法や運プロジェクトの実施方法や運プロジェクトの実施方法や運

営全体に係るもの営全体に係るもの営全体に係るもの営全体に係るもの営全体に係るものと、起草内容に係るもの起草内容に係るもの起草内容に係るもの起草内容に係るもの起草内容に係るものの２つがある。

　前者に関しては、現地で活動を実施するなかで直面する様々な課題を国内支援委員会の協議の

場へつなげていく手段が必要となる。これまでも電子メール等で現地の活動情報は関係者へ配信

されてきたが、定期的に活動状況をまとめ、プロジェクト全体で協議しなければならない課題を

報告するという仕組みを拡充することにより、現地と日本側との情報ギャップを埋めることがで

きると考えられる。その１つの方法としては、国内支援委員会への長期専門家の出席国内支援委員会への長期専門家の出席国内支援委員会への長期専門家の出席国内支援委員会への長期専門家の出席国内支援委員会への長期専門家の出席がある。

国内支援委員会は年４回開かれることになっているが、事前にある程度の日程を確定することに

より長期専門家の参加が可能になる。もう１つは、長期専門家による定期報告書の作成長期専門家による定期報告書の作成長期専門家による定期報告書の作成長期専門家による定期報告書の作成長期専門家による定期報告書の作成・・・・・提提提提提

出出出出出である。

　この報告書は専門家を管理することを目的とするのではなく、現地での活動状況（計画内容

と、それに照らし合わせた進捗状況）及び直面した課題とそれへの対応策（案）などから構成さ

れた活動報告書とし、特に国内支援委員会のような意思決定の場で協議に付する必要があるもの

を中心とする。

　それらは「プロジェクト・ドキュメント」として公式に位置づけられることが必須で、プロジェ

クトのモニタリングや見直しをする際の１つの情報源となるものである。

　仮に、長期専門家が国内支援委員会へ出席できない場合は、定期報告書の内容を必ず会議のア

ジェンダに取り込むように運営するという配慮が必要であろう。

　次に、起草内容に係るコミュニケーションについては、起草内容に関し、現地でより効率的・

効果的な助言を行えるように、作業部会の協議内容を長期専門家が知り得る何らかの手段の導入
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が必要である。日本における作業部会の実施回数は多いことから、長期専門家がその都度出席す

ることは現実的ではなく、例えば、作業部会の協議内容をテープに録音し、作業部会の協議内容をテープに録音し、作業部会の協議内容をテープに録音し、作業部会の協議内容をテープに録音し、作業部会の協議内容をテープに録音し、それを現地でレそれを現地でレそれを現地でレそれを現地でレそれを現地でレ

ビューできるようにすることビューできるようにすることビューできるようにすることビューできるようにすることビューできるようにすること、あるいは作業部会と現地をスピーカーホンで結び、作業部会と現地をスピーカーホンで結び、作業部会と現地をスピーカーホンで結び、作業部会と現地をスピーカーホンで結び、作業部会と現地をスピーカーホンで結び、長期専長期専長期専長期専長期専

門家が国際電話で参加できるようにすること門家が国際電話で参加できるようにすること門家が国際電話で参加できるようにすること門家が国際電話で参加できるようにすること門家が国際電話で参加できるようにすること、などの方法が考えられる。

　国際電話の場合は、双方向のコミュニケーションが可能になるので、起草に関係した現地の事

情を聴取することも可能になる。延長期間は特に用語確定会議の回数も増えることから、長期専

門家のリーガル・アドバイザーとしての役割がますます増えるところ、これら手段の導入が望ま

れる。

〈提言２：説明資料としての英文資料作成体制の整備〉

　延長期間は起草の最終段階であり、その後想定される立法プロセスに向けて、司法省は関係機

関（ドナー、民間非営利団体（NGO）含む）への説明や調整を行うことになる。その際には、条

文骨子の英文資料が不可欠であり、これに対する支援の必要性については既に国内支援委員会に

おいても確認されているところである。これまで、非公式な形で英文資料作成が行われてきた

が、今後、長期専門家を中心とした本格的な作成を行うにあたり、十分な予算の確保、十分な予算の確保、十分な予算の確保、十分な予算の確保、十分な予算の確保、作業部作業部作業部作業部作業部

会の委員による技術的サポートなどの実施体制の整備会の委員による技術的サポートなどの実施体制の整備会の委員による技術的サポートなどの実施体制の整備会の委員による技術的サポートなどの実施体制の整備会の委員による技術的サポートなどの実施体制の整備が必要であろう。

〈提言３：用語確定会議の議事録作成のための人員確保〉

　用語確定会議に対するカンボディア側の評価は高く、スタディ・グループのメンバー自身の士

気高揚も顕著になってきていることは特筆すべきことである。一方で、用語確定会議のクメール

語による議事録が作成されていないことは、その後の普及プロセスにとってはマイナスとなる。

どのような協議を経て法律用語が確定されていったかは法の執行のためにも極めて重要な資料で

あるので、議事録作成のための人員を確保議事録作成のための人員を確保議事録作成のための人員を確保議事録作成のための人員を確保議事録作成のための人員を確保することを提言する。本来であれば、司法省のし

かるべき人員が議事録作成にあたらなければならないが、それが難しいようであれば、プロジェプロジェプロジェプロジェプロジェ

クト雇用としてローカルクト雇用としてローカルクト雇用としてローカルクト雇用としてローカルクト雇用としてローカル・・・・・スタッフを１人増員スタッフを１人増員スタッフを１人増員スタッフを１人増員スタッフを１人増員する必要があるであろう。

〈提言４：専従調整員の確保〉

　現在、業務調整員として派遣されている長期専門家は、翻訳作業及び通訳業務も兼ねているこ

とから、その負担は非常に大きい。特に、週３回の用語確定会議が開始されてからは、休日に翻

訳作業を行うという形態をとらざるをえなくなっている。起草作業の最終段階に向けて、翻訳作

業の量及び用語確定会議の回数も増えるところから、専従調整員の確保を検討専従調整員の確保を検討専従調整員の確保を検討専従調整員の確保を検討専従調整員の確保を検討する必要があろ

う。
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〈提言５：今後の協力内容の検討〉

　延長期間中に、今後の協力内容の検討を行う必要があることは、既に関係者が認識しているこ

とである。本評価調査の間、カンボディア側から様々な要望が非公式な形で出されてきた。調査

団としては、今後の協力内容については正式な計画・立案調査団に委ねるとしたが、参考までに

今回口頭にて出された要望を以下に記述する。なお、近い将来において、JICAはカンボディアに

対する日本の法整備支援のあり方について長期的視点に立った計画を練ったうえで、個々のプロ

ジェクトを立案するという作業を行う必要があろう。

・民法・民事訴訟法草案の立法プロセスにおける日本人専門家の支援。

・国家レベルのワークショップ開催における法の普及への支援。

・民法・民事訴訟法の関連法案（例：公証人法、執行官法、供託法、婚姻・離婚等登録に関す

る法）の起草支援及び関連制度設立への支援。

・法曹養成支援。

５－２　類似プロジェクト立案への教訓

〈教訓１：法整備支援戦略の策定の必要性〉

　法整備支援は相手国の制度、組織、人材等に深くかかわることから、息が長く、かつ効率的・

効果的な協力が求められる。類似プロジェクトを立案する際には、まず法整備支援戦略法整備支援戦略法整備支援戦略法整備支援戦略法整備支援戦略・・・・・プロプロプロプロプロ

グラムの策定を専門家グラムの策定を専門家グラムの策定を専門家グラムの策定を専門家グラムの策定を専門家・・・・・援助実務家関係者で行い、援助実務家関係者で行い、援助実務家関係者で行い、援助実務家関係者で行い、援助実務家関係者で行い、それに基づき個々のプロジェクトを立それに基づき個々のプロジェクトを立それに基づき個々のプロジェクトを立それに基づき個々のプロジェクトを立それに基づき個々のプロジェクトを立

案するプロセスを導入案するプロセスを導入案するプロセスを導入案するプロセスを導入案するプロセスを導入する必要があろう。近年JICAで導入されつつあるプログラム・アプロー

チのなかで、どのような重点課題があり、長期的にどのように取り組んでいくのか戦略を検討

し、そのうえでどのようなプロジェクトの組み合わせが、日本のODAによる法整備支援の手段

として効果的かつ効率的かを検討する作業である。

　戦略策定及び個別プロジェクトの立案の際には、当該国の実状の把握（社会、経済、政治、法

文化、法制度、法組織等）、問題の解決策の検討、投入可能なリソースの検討、当該国のニーズ

の高さ、優先度の比較、日本の国益、他ドナーの動向（NGOを含む）など様々な視点からの検討

が必要となるが、その際の事前調査の重要性事前調査の重要性事前調査の重要性事前調査の重要性事前調査の重要性はいうまでもない。JICAでは法整備支援の蓄積が

浅いため、これまで実施した協力プロジェクトのケース・スタディを通して法整備支援の計画法整備支援の計画法整備支援の計画法整備支援の計画法整備支援の計画

策定手法策定手法策定手法策定手法策定手法（（（（（事事事事事前前前前前調調調調調査査査査査ののののの方方方方方法法法法法論論論論論）））））の調査研究の調査研究の調査研究の調査研究の調査研究を行うことも一案である。そのなかでは、支援実

施の優先度づけを行うための基準づくりや、個々のプロジェクトの指標データの検討などが含ま

れる。

　また、JICAのほかの分野で設置されているような専門家による「「「「「運運運運運営営営営営審審審審審議議議議議会会会会会」」」」」のようなもののようなもののようなもののようなもののようなもの

を法整備分野で設置を法整備分野で設置を法整備分野で設置を法整備分野で設置を法整備分野で設置し、全JICAとしての法整備支援の方針を協議する場を設けることも検討に
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値する。

〈教訓２：法整備支援人材の確保〉

　法整備支援を実施するために、法律専門家の確保と養成が急務である。例えば、法整備支援法整備支援法整備支援法整備支援法整備支援

人材の登録制度人材の登録制度人材の登録制度人材の登録制度人材の登録制度を導入したり、JICA 国際協力総合研修所による専門家養成研修の法整備支援法整備支援法整備支援法整備支援法整備支援

コースの参加者を積極的に活用コースの参加者を積極的に活用コースの参加者を積極的に活用コースの参加者を積極的に活用コースの参加者を積極的に活用することなどが考えられる。その際には、法務省法務総合研究

所、法整備支援を視野に入れた法学教育を実施している大学あるいは日本弁護士連合会等と連携

し、人材養成や確保に係る協力を得ることも重要であろう。

〈教訓３：個別プロジェクト実施のための業務委託〉

　プロジェクトの協力内容によっては、しかるべき大学、大学、大学、大学、大学、研究所、研究所、研究所、研究所、研究所、民間企業、民間企業、民間企業、民間企業、民間企業、個別の弁護士等個別の弁護士等個別の弁護士等個別の弁護士等個別の弁護士等

と業務委託契約と業務委託契約と業務委託契約と業務委託契約と業務委託契約を結び、コンサルタント報酬を含んだ契約形態による業務実施を行うことが効

率的である。事前にリソース調査を実施し、どのような人材による、どのような分野への参加が

可能であるかをあらかじめ把握しておく必要もあろう。

　JICAとしては、法整備支援分野のプロジェクトの計画、プロジェクトの計画、プロジェクトの計画、プロジェクトの計画、プロジェクトの計画、実施モニタリング、実施モニタリング、実施モニタリング、実施モニタリング、実施モニタリング、評価を行える評価を行える評価を行える評価を行える評価を行える

体制を整え体制を整え体制を整え体制を整え体制を整え、援助事業の効果的・効率的な実施をODA事業実施責任組織として促進しなければ

ならない。

〈教訓４：計画段階における相手国カウンターパート（C/P）機関の組織分析の充実〉

　相手側のC/P機関の能力は、プロジェクトの成否を左右するものである。一般的に開発途上国

の行政組織能力は低いが、仮に能力がかなり不足している機関がC/Pとならざるを得ない場合で

も、組織の弱点や現状の把握を十分に行い、そのうえで、協力期間の設定、目標の設定、専門家

の分野と人員の配置、活動の方法論を慎重に検討することが必要となろう。

　また、法整備支援の場合は法律の性質上、従来のセクターごとの支援（例：農業分野、保健医

療分野など）と異なり、１つの省庁を１つの省庁を１つの省庁を１つの省庁を１つの省庁を C / PC / PC / PC / PC / P 機関とするだけでは不十分な場合機関とするだけでは不十分な場合機関とするだけでは不十分な場合機関とするだけでは不十分な場合機関とするだけでは不十分な場合もある。複数

の省庁をC/P機関とする場合は、どの機関をリーダーとしてとらえることが効果的であるか等、

複数組織が加わった体制全体のマネジメントのあり方も計画段階で十分に検討する必要がある。

〈教訓５：計画段階における翻訳・通訳実施体制の検討〉

　法整備支援の対象となっている国々は市場経済移行国が多い。本プロジェクトがそうであった

ように、言葉の問題はプロジェクトに大きな影響を与える。場合によっては、通訳者・翻訳者を

育てつつプロジェクトを実施するという方針を立てる必要があるかもしれない。法律分野の通

訳・翻訳は、法の概念や法律用語の検討という極めて高度な能力を要求されるため、計画段階計画段階計画段階計画段階計画段階
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において、において、において、において、において、その実施体制を十分に検討その実施体制を十分に検討その実施体制を十分に検討その実施体制を十分に検討その実施体制を十分に検討しておく必要がある。

〈教訓６：ドナー調整の必要性〉

　JICAはドナーとして法律分野における他ドナーとの調整に取り組む他ドナーとの調整に取り組む他ドナーとの調整に取り組む他ドナーとの調整に取り組む他ドナーとの調整に取り組む必要がある。技術的な内

容については専門家にイニシアティブを取ってもらいつつ、日本のODAの長期的視点に立った

戦略と具体的な援助実施の方法論を説明し、相互理解を深める必要がある。ドナー間においては

最終的に相手国の利益となるような援助のあり方について協調体制が取られていくことが期待さ

れる。

　また、現地に派遣された専門家は、当該法整備支援分野に関連する関係省庁やドナーとの連

絡・調整業務を担うことになるため、必要に応じて英文資料の作成等のバックアップ体制も考慮

する必要がある。

〈教訓７：法整備支援分野の評価体制の確立〉

　法整備支援分野のプロジェクトの効果は、短期的には測れないケースが多い。カンボディアの

ケースも、民法・民事訴訟法が制定されたことによる様々な効果は想定できてもそれを証明する

には時間がかかる。JICAの評価手法である「評価５項目」の視点は、基本的な考え方として使う

ことができるが、「「「「「有有有有有効効効効効性性性性性」」」」」及び及び及び及び及び「「「「「イイイイインンンンンパパパパパクククククトトトトト」」」」」といったプロジェクトの直接的・間接的効

果をとらえる際には、評価時点においては時間的経過からみてどのような指標が適切なの評価時点においては時間的経過からみてどのような指標が適切なの評価時点においては時間的経過からみてどのような指標が適切なの評価時点においては時間的経過からみてどのような指標が適切なの評価時点においては時間的経過からみてどのような指標が適切なの

かを十分に検討する必要かを十分に検討する必要かを十分に検討する必要かを十分に検討する必要かを十分に検討する必要があると考えられる。指標は本来であれば、プロジェクト立案段階の

事前評価においても目標値として検討されるべきものであり、前述した「法整備支援計画手法」

の研究内容に「指標の取り方」を含むことも一案である。

　「妥当性」に関しては、ODA事業としての妥当性、前述した長期戦略との整合性、相手国の開発

政策との整合性とともに、他ドナー（NGO含む）の動向や他法案との整合性なども視点に入れる

必要があるであろう。「「「「「効効効効効率率率率率性性性性性」」」」」は、投入したコストに対する効果の適性度を定量的にとらえ

ることが困難であるため、今回実施したような「「「「「実実実実実施施施施施プププププロロロロロセセセセセススススス評評評評評価価価価価」」」」」により定性的に検証すにより定性的に検証すにより定性的に検証すにより定性的に検証すにより定性的に検証す

ることが可能ることが可能ることが可能ることが可能ることが可能である。

　また、複数国の法整備支援の比較評価分析を行い、実施の効率性を比較検討実施の効率性を比較検討実施の効率性を比較検討実施の効率性を比較検討実施の効率性を比較検討するという手法

も取り入れることができる。

　評価の実施体制は、内部評価と外部評価の２とおりあるが、現行の JICA プロジェクト評価は

外部コンサルタントが加わるものの調査団構成は内部関係者が中心となっており、マネージメン

ト改善のための内部評価として位置づられている。将来的には、契約関係に基づき実施されるプ

ロジェクトを中心に「「「「「外外外外外部部部部部評評評評評価価価価価」」」」」の仕組みを導入しの仕組みを導入しの仕組みを導入しの仕組みを導入しの仕組みを導入し、プロジェクトの成否、効果測定を中心と

した専門的見地からの評価を行い、その結果をフィードバックする仕組みが確立されることが望
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ましい。その場合は、評価者としてマネージメント分野のコンサルタントだけでなく、評価者としてマネージメント分野のコンサルタントだけでなく、評価者としてマネージメント分野のコンサルタントだけでなく、評価者としてマネージメント分野のコンサルタントだけでなく、評価者としてマネージメント分野のコンサルタントだけでなく、法法法法法

律分野の専門家を評価コンサルタントとして雇用する体制整備律分野の専門家を評価コンサルタントとして雇用する体制整備律分野の専門家を評価コンサルタントとして雇用する体制整備律分野の専門家を評価コンサルタントとして雇用する体制整備律分野の専門家を評価コンサルタントとして雇用する体制整備も必要である。
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月日（曜日）

2002年

２月25日（月）

２月26日（火）

２月27日（水）

２月28日（木）

３月１日（金）

３月２日（土）

３月３日（日）

３月４日（月）

３月５日（火）

３月６日（水）

３月７日（木）

３月８日（金）

時　間

８：00～８：30

８：30～ 10：00

14：30～ 16：00

16：00～ 17：30

８：00～９：30

10：00～ 11：30

14：30～ 16：00

17：00～ 19：00

８：00～９：30

10：00～ 11：00

11：00～ 12：00

14：30～ 16：30

17：00～ 18：30

８：00～９：30

９：30～ 11：30

９：00～ 10：00

10：30～ 11：00

11：00～ 11：30

11：30～ 12：00

15：00～ 15：30

15：30～ 17：30

８：30～ 17：00

９：00～ 12：00

16：00～ 17：00

11：00～ 12：00

19：00～

８：00～

９：00～

調査内容

JICA事務所打合せ（斎藤職員）

＜インタビュー調査＞

H.E. Y Dan, Under Secretary of State, MOJ

H.E. Soth Sothonn, Under Secretary of State

Mr. Imaizumi, ex-JICA expert

Mr. You Ottara, Director of International Affairs, MOJ

Mr. Mong Monichariya, Judge of Phnom Penh Municipal Court

Mr. Ang Eng Thong, President of Bar Association of Cambodia

Mr. Saito, JICA Office

Mr. Hy Sophea, President of Kandal Provincial court

Mr. You Bunleng, Judge of the Appellate Court

Mr. Saly Theara, Judge of the Appellate Court

Mr. Imaizumi, ex-JICA expert

Mr. Matsuda, JICA Residential Representative

Mr. Soeung Panhavuth, Director of Prosecution Affairs, MOJ

Mr. Sakano, JICA expert

インタビュー結果まとめ

インタビュー結果分析

官ベース着　団内打合せ

JICA事務所打合せ（松田所長、斎藤職員）

日本大使館表敬訪問

CDC表敬訪問

アジア開発銀行（ADB）コンサルタント面談

司法省大臣表敬

＜合同評価＞

司法省との合同評価会議

司法省との合同評価会議

ミニッツ案作成

司法省とのミニッツ案最終打合せ

ミニッツ署名式

レセプション

JICA事務所報告

大使館報告

付属資料１　現地評価調査日程



－ 56 －

付属資料２　インタビュー対象者一覧

Ministry of Justice

H.E. Y Dan Undersecretary of State

H.E. Soth Sothonn Undersecretary of State

Mr. Soeung Panhavuth Director, Department of Prosecution

Mr. You Ottara Director, Department of International Affairs

Courts

Mr. You Bunleng Judge, Appellate Court

Mr. Saly Theara Judge, Appellate Court

Mr. Hy Sophea President, Kandal Provincial Court

Mr. Mong Monichariya Judge, Phnom Penh Municipal Court

Bar Association of the Kingdom of Cambodia

Mr. Ang Eng Thong President of Bar Association of Cambodia

作業部会関係者

森嶌昭夫（財）地球環境戦略研究所理事長（民法作業部会長、国内支援委員長）

竹下守夫氏駿河台大学学長（民事訴訟法作業部会長）

長期研修員受入関係者

鮎京正訓名古屋大学大学院法学研究科教授

佐分晴夫名古屋大学大学院法学研究科教授

専門家

坂野一生専門家

今和泉学元専門家

四本健二元専門家

JICA カンボディア事務所

松田教男所長

斎藤克久所員

JICA本部（アジア第一部インドシナ課）

寺本匡俊課長代理

石亀敬治職員
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付属資料３　合同評価会議出席者一覧（カンボディア側）

Ministry of Justice

H.E. Suy Nou Secretary of State

H.E. Y Dan Undersecretary of State

H.E. Um Buntheoun Undersecretary of State

H.E. In Neang Undersecretary of State

H.E. Khieu Sameth Director General

Mr. Ith Rady Deputy Secretary General

Mr. Soeung Panhavuth Director, Department of Prosecution

Mr. You Ottara Director, Department of International Affairs

Ms. Chan Sotheavy MOJ Official

Mr. Chuon Tech MOJ Official

Courts

Mr. Samreth Saphal Judge, Appellate Court

Mr. You Bunleng Judge, Appellate Court

Mr. Saly Theara Judge, Appellate Court

Mr. Sor Suphary President, Phnom Penh Municipal Court

Mr. Hy Sophea President, Kandal Provincial Court

Mr. Mong Monichariya Judge, Phnom Penh Municipal Court

Mr. Hing Thirith Judge, Phnom Penh Municipal Court

Ministry of Land Management, Urban Planning and Construction

Mr. Siek Vanna Director, Department of Land Titles

Ministry of Commerce

Mr. Yim Chamnap Pheakdey Deputy Chief, Commercial Law Bureau and Assistant to H.E. Sok

Siphana, Secretary of State

Council of the Development of Cambodia

Mr. Dim Kimhon Bilateral Aid Coordination Department (Japan, Asia-Pacific and

America)

Bar Association of the Kingdom of Cambodia

Mr. Bun Hon Attorney at Law
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付属資料４：評価グリッド　カンボディア「法制度整備」（1999 年 3月 5日～ 2002 年 3月 4 日）終了時評価

評価項目 調査項目 必要な情報・データ 情報源 調査方法

実施プロセス

＜プロジェクト

運営関連＞

モニタリングの実施状況

各アクターの連携状況

相手国実施機関のオー

ナーシップの醸成

プロジェクト運営をより

効果的にするための提言

・計画の進捗状況

・計画、活動の軌道修正内容（次

頁「実施プロセス」の調査項目

と連携）

・外部条件の変化への対応、内部

化の状況

・モニタリングの仕組み

・現地専門家とカウンターパー

ト（C/P）との連携

・日本側作業部会と現地専門家

との連携

・JICA事務所、本部とプロジェ

クトチームの連携

・各アクターの役割分担の明確

性

・C/P配置の適正度

・カンボディア側の意識変化（組

織の機能状況、取り組み方の

変化、主体性の確保）

①調査団・専門家報告書

②国内支援委員会、作業部会関

係者

③作業部会事務局

④現地専門家

⑤カンボディア側作業部会関係

者

⑥ JICA事務所担当者

⑦ JICA本部担当者

上記①～⑦

上記①～⑦に加え、⑧カンボ

ディア側ステアリング･コミッ

ティー関係者

上記①～⑧

① 資料レビュー

②～⑦インタビュー

① 資料レビュー

②～⑦インタビュー

① 資料レビュー

②～⑧インタビュー

① 資料レビュー

②～⑧インタビュー
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 情報源 調査方法

実施プロセス

＜活動から成果

にいたるプロセ

ス＞

【成果１関連】

起草作業のための組織確立に関し、

メンバーの選定、役割分担の策定過

程

【成果２関連】

研修員の選定方法

起草作業への貢献度合い

【成果３関連】

・日本側作業部会実施上の課題

・カンボディア側作業部会の機能状況

・翻訳作業に関わる課題

・共同ワークショップ実施上の課題

・他省庁、他ドナーとの調整上の課題

実施プロセス改善への提言

・いつ、どのようにメンバー

が選定され、役割分担が確

定されたか

・問題があった場合の対応状

況（軌道修正等）

・成果達成の貢献・阻害要因

・研修員選定のプロセス

・起草作業への貢献度合い

（有機的つながり）

・問題があった場合の対応状

況（軌道修正等）

・成果達成の貢献・阻害要因

・問題があった場合の対応状

況（軌道修正等）

・成果達成の貢献・阻害要因

①調査団報告書

②国内支援委員会、作業部会

関係者

③作業部会事務局

④現地専門家

⑤カンボディア側作業部会関

係者

⑥JICA事務所担当者

⑦JICA本部担当者

上記①～⑦

上記①～⑦

上記①～⑧

① 資料レビュー

②～⑦インタビュー

① 資料レビュー

②～⑦インタビュー

① 資料レビュー

②～⑦インタビュー

① 資料レビュー

②～⑦インタビュー

（評価グリッド２：続き）
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 情報源 調査方法

プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

の有効性の有効性の有効性の有効性の有効性

インパクトのインパクトのインパクトのインパクトのインパクトの

見込み見込み見込み見込み見込み及び

自立発展の見自立発展の見自立発展の見自立発展の見自立発展の見

込み込み込み込み込み

プロジェクト目標の達成度合

い

プロジェクト実施により、民

法、民事訴訟法が制定される

見込み

その他の波及効果

民法・民事訴訟法草案の起草

状況

有効性確保に貢献・阻害した

要因

閣僚評議会へ提出される可能

性、制定プロセスにおける課

題、必要な条件等

その他の波及効果

（日本の法整備支援分野にお

けるプレゼンスの高まり等）

①調査団報告書

②作業部会事務局

①実施プロセスの調査結果

②調査団報告書

③国内支援委員会、作業部会関係者

④作業部会事務局

⑤現地専門家

⑥カンボディア側作業部会関係者

⑦ JICA事務所担当者

⑧ JICA本部担当者

①現地専門家

②国内支援委員会、作業部会関係者

③ステアリングコミッティー関係者

④ JICA事務所担当者

①調査団報告書

②国内支援委員会、作業部会関係者

③作業部会事務局

④現地専門家

⑤カンボディア側作業部会関係者

⑥ JICA事務所担当者

⑦ JICA本部担当者

①資料レビュー

②インタビュー

①～②資料レビュー

③～⑧インタビュー

①～④インタビュー

①～⑦インタビュー

（評価グリッド３：続き）
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 情報源 調査方法

プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

の妥当性の妥当性の妥当性の妥当性の妥当性
目標の妥当性

カンボディアの政策における

法制度整備の優先度

①カンボディア司法改革に関する関

連資料

②他ドナーの関連資料

①～②資料レビュー

（評価グリッド４：続き）
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